
１５

産業（業種）別ＯＥＭ化のメカニズム ：

パネルデータによる先決性の検定

伊藤研一・ 道明義弘 ・井澤裕司
＊

１．

はじめに

　日本の製造業は，ＯＥＭへの傾斜を深めながら ，相対的に徐々に製品の自杜生産を抑制してき

ている ・このＯＥＭには，資本設備，雇用との問に代替的関係が認められるが，その役割は一

様ではなく ，資本設備や雇用との関係のあり様に対応して異なっている 。ＯＥＭ化のメカニズム
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）は， 調達先，企業規模，分析対象期問によっ ても ，相違がみられる 。

　本稿は，このＯＥＭ化のメカニズムを産業（業種）別に検証することを課題としている 。実証
　　　　　　　　　　　　　　　　２）
モテルを含む分析方法は一連の論稿と同一である 。すなわち ，Ｇ．ａｎｇｅ．ｃａｕｓａ１１ｔｙの考え方に即

した個別企業のパネルデータによる分析（以下，パネルデータ分析と略称する）によって，産業（業

種）別にＯＥＭ化の決定メカニスムの解明を試みる 。産業別に分析対象とする企業群は，わが国

製造業上場全企業（継続企業）である 。使用する変数は，ＯＥＭ比率，有形固定資産増加額増減

率（設備投資），有形固定資産減少額増減率（設備廃棄），期末従業員数増減率（雇用），営業利益

増減率（利益）である 。なお，ＯＥＭについては，有価証券報告書に記載されている商品仕入高

と関係会杜商品仕入高の和をＯＥＭと定義し，売上高に対するこのＯＥＭの比率をＯＥＭ比率

として定義している 。比較可能性を確保するために，分析対象期問も同一とし，１９８０年から

１９９８年としている
。

２． ＯＥＭ化の産業（業種）別動向

　２．１．分析対象産業（業種）

　主要概念の定義や分析対象指標，実証モデルは，比較可能性を確保するために，一連の論稿

を踏襲しており ，詳細な報告は割愛したい。分析対象指標の各変数を定常にするために，ＯＥＭ

比率については，産業（業種）を問わず，階差をとっている 。使用するデータベースも同じく

『旧開銀企業データバンク（会計年度の正規化有り）』である 。分析対象期問も同一であるが，本稿

　＊本稿は文部科学省科学研究費補助（課題番号 ：０９３０３００３）による成果を利用している
。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７３）
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では紙幅の制約上，期間を細分化することなく ，１９８０年から１９９８年の全期間を対象としている 。

　産業（業種）は，製造業上場全企業（継続企業）を上場市場区分を問うことなく ，以下の１７産業

（業種）に区分し，すべてを分析対象としている 。すなわち ，食料品（以下，食品と称す ：以下，カ

ソコ 内に略称のみ記す），繊維品（繊維），木材 ・木製品（木材），紙 ・パルプ（紙パ），出版印刷（印

刷），化学工業（化学），石油精製（石油），ゴム製品（ゴム），窯業 ・土石製品（窯業），鉄鋼，非鉄

金属（非鉄），金属製品（金属），一般機械（機械），電気機械器具（電機），輸送用機械器具（輸送） ，

精密機械器具（精密），その他製造業（その他），がそれである 。なお，参考のため，製造業上場

全企業（継続企業）（製造業全社），製造業１部上場全企業（製造業１部全社），製造業２部上場全企

業（製造業２部全社）も対象としている 。ＯＥＭは，産業（業種）すべての経営行動を統一しうる

概念ではないが，便宜上全業種に対応させている 。

　２ ．２．ＯＥＭ化の産業（業種）別動向

　ＯＥＭ化の産業（業種）別動向を集計レベルのデータからまず確認していきたい。１７産業（業

種）におよぶゆえ，基本的な傾向の記述にととまらさるをえない。まず，巻末資料１に以下の図

を提示した。ＯＥＭ比率（図１～図３），一社平均の有形固定資産当期増加額（図４～図６），一社

平均の有形固定資産当期減少額（図７～図９），一社平均の期末従業員数（図１０～図１２），一社平均

の営業利益（図１３～図１５），がそれである 。また，以下に，それぞれの指標の平均とその指標の増

減率の平均を降順で一覧表にして提示した。金額の単位は，いずれも百万円である 。調達先別 ，

企業規模別を含めて，すでに詳細な報告がなされている製造業全杜をひとつの判断材料として ，

ＯＥＭ化をめぐる産業（業種）別動向に簡単に触れることにしたい 。

　　　　　　　　　　　　表主要指標の平均と増減率の平均（降順による）

　　　　　　　　　　　一１９８０年３月期～１９９８年３月期の集計データに基づく一

ＯＥＭ比率 ＯＥＭ比率

減率

有形固定資産
期増加額

一杜平均）

有形固定資産当

増加額増減率

均（一社平均）

有形固定資産
期滅少額

一社平均）

木材 ０． ４８６９１２４０７ 輸送 ０． ０４３３５５５２２ 鉄鋼 ３３１３８ ．９１５１８ 印刷 ０． ９７２２５６５３５ 鉄鋼 ２２２４２ ．５２７１５

石油 ０． ３１５０６５８４９ 紙パ Ｏ． ０４２０９９２３９ 石油 ３１９３７ ．７２１４９ 木材 ０． ２５９２９４６８９ 石油 １８９２５ ．９３５６７

窯業 ０． ２７８４１４８９３ ゴム ０． ０３８６７９３５４ 輸送 ２１３４０ ．８６５６５ 石油 ０． ２５０２３３２６９ 輸送 １２９６４ ．２９２３３

非鉄 Ｏ． ２４８６１７８４５ 鉄鋼 ０． ０３２０９９００７ 紙パ １６７１５ ．２４５１１ 紙パ Ｏ． １９１３７４６９７ 電機 １０４１７ ．８３４２８

化学 Ｏ． ２３９０１０９０４ 食品 ０． ０２６６３０７５５ 電機 １６６０９ ．７９８４２ 窯業 Ｏ． ０８３６６１６６７ 紙パ ８６３０ ．３６９０６５

その他 Ｏ． ２１７３７３９０９ 窯業 Ｏ． ０１９５６８９８９ 印刷 １３９８２ ．６６５３７ 非鉄 ０． ０８３４２１１１２ 非鉄 ７８７０ ．６２２５８１

繊維 Ｏ． ２１４７１５３２９ 電機 Ｏ． ０１５８３２８７２ 非鉄 １２５９６ ．９５６３ 電機 ０． ０７０５６７２１３ ゴム ７５８４ ．２１７４０１

電機 ０． １９２０８０１８３ 機械 ０． ０１４７９４８５１ 製造業全社 １２０７９ ．８６３０６ 金属 Ｏ． ０６６９３４７４９ 製造業全社 ７４０２ ．９１５１９５

金属 Ｏ． １８９０５０２０４ 非鉄 ０． ０１２４９６１８６ 化学 １１８２３ ．８６１１ 輸送 ０． ０６１７８０７２５ 化学 ６９３２ ．７６７９９２

食品 Ｏ． １８８０２２６３５ 精密 ０． ０１０７６０２２６ ゴム １１７７９ ．０９９７１ 化学 Ｏ． ０６０５４８５２ 印刷 ６６４０ ．５０７０６８

ゴム ０． １７１０８０３ その他 ０． ００９７４３７５２ 窯業 ８８９１ ．０４９４４９ その他 Ｏ． ０５７２２９５７２ 窯業 ５４６８ ．７７３７８

製造業全社 Ｏ． １４５８９６７９２ 製造業全杜 ０． ００８７２７９９３ 食品 ８８２７ ．０９６６８６ 機械 ０． ０５２４８４１４１ 食品 ５３３０ ．２３８９３９

紙パ ０． １２２２６９６４３ 金属 ０． Ｏ００３３２３９３ 精密 ７７３２ ．４９８８０１ 繊維 Ｏ． ０４６９６２２６６ 精密 ４６７０ ．７６９５２７

機械 ０． ０７０９１８５３７ 繊維 一〇 ．００２３７４９６５ 紺維 ６１８０ ．５０３１６８ 精密 Ｏ． ０４６２２３５９４ 繊維 ４２２４ ．２２８３３４

印刷 Ｏ． ０４８３２０７３２ 石油 一０ ．００３２２６０４２ その他 ５６７８ ．４９３０７９ 製造業全社 ０． ０４１８２７０６１ その他 ３４１７ ．６４４８９１

精密 ０． ０４４３０８６８１ 化学 一〇 ．００３８０５８４２ 機械 ５４７２ ．１６９３３ 食品 ０． ０３３２８９８１４ 機械 ３２７４ ．４５８１２６

輸送 ０． ０２９５１４２８５ 印刷 一０ ．０１２５８３０２３ 金属 ４０４８ ．６８０１３３ ゴム ０． ０１３８３４ 金属 ２２１６ ．４６０１５９

鉄鋼 Ｏ． ０１８０６６６６２ 木材 一０ ．０２２５７２８５ 木材 ２５５３ ．７３８５９６ 鉄鋼 Ｏ． ００９７７３４ 木材 １４６１ ．０１９３６１

（８７４）
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有形固定資産当

減少額増減率

均（一社平均）

期末従業員数
（一社平均）

期末従業員数

減率平均
一社平均）

営業利益
一社平均）

営業利益

減率平均

一社平均）

印刷 Ｏ． ４８４２０２１３ 輸送 ４５５４ ．１６９６４８ 印刷 ０． ０９４０８４４７３ 石油 １６４７８ ．３７２８１ 鉄鋼 ０． ５９３６３９１９２

木材 Ｏ． ３３１３７１９５３ 鉄鋼 ４１９４ ．２８３１１２ 金属 Ｏ． ０ユ６７８３２９６ 鉄鋼 １３６９８ ．１４９７８ 印刷 ０． ２７１８４３０４９

紙パ Ｏ． ０９１３０１３１６ 電機 ４１７５ ．７７３４６８ 紙パ Ｏ． Ｏ１１１９！４１３ 印刷 ９７７４ ．０！９１５８ 輸送 Ｏ１０２４１２

工
非鉄 Ｏ． ０８８２５８９８３ 印刷 ２８８３ ．１０６６８６ 輸送 Ｏ． ００６０９６０７３ 電機 ７９４０ ．７５８３４２ 機械 Ｏ． ０８５２２４８５４

石油 Ｏ． ０８２７５８４６９ 製造業全杜 ２４８６ ．７８０４０２ 非鉄 Ｏ． Ｏ０２４０１８１５ 輸送 ７７４２ ．８１８０２９ 精密 Ｏ． ０６２２０７６３４

電機 Ｏ． ０７８５６７４１９ ゴム ２４６２ ．２６９５！５ 木材 Ｏ． Ｏ０２ユ７０８４７ 化学 ７１８９ ．５８７７９８ 電機 Ｏ． ０６０９９２８６１

精密 Ｏ． ０７０６０４０４６ 非鉄 ２１５９ ．６３２１６９ 電機 一〇 ．００２２０９９３６ 製造業全杜 ５８２６ ．２０１８６２ 紙パ Ｏ． ０５９０７１６２８

窯業 Ｏ． ０７０２４０３０８ 精密 ２１２２ ．０３３２５２ 化学 一〇 ．Ｏ０３６１７１６３ ゴム ５８１６ ．５８４！７４ その他 Ｏ． ０３７６１０７５２

金属 Ｏ． ０６７９２７３１６ 機械 １９８１ ．９８７８３ 石油 一０ ．００３６９２９５７ 紙パ ５１２０ ．５３４２５６ 繊維 Ｏ． ０３２５５４０５５

その他 Ｏ． ０６３８６５７９ 化学 １９１１ ．７９９８４１ 窯業 一〇 ．００５８６７ユ８８ 非鉄 ４８３！ ．９０４１４２ 木材 Ｏ． ０２８４３１５３６

輸送 Ｏ． ０６０１３３８２６ 食品 １５９９ ．３７８６２９ 食品 一〇 、Ｏ０５８７８５８３ その他 ４４５２ ．９３１９８ 化学 Ｏ． ０２７６７２９４２

機械 Ｏ． ０４９２１６１６３ 繊維 １５８２ ．９７９４６ 製造業全祉 一〇 ．Ｏ０６０５０６６４ 精密 ４３７８ ．２０９２６９ 食品 Ｏ． ０２１９６５５６１

化学 Ｏ． ０４５３４５１７４ 紙パ １５３２ ．４０４４１１ その他 一〇 ．Ｏ０８７２９８８３ 食品 ４２１６ ．７１９０２９ 製造業全社 Ｏ． ０２１７２１２１２

製造業全社 Ｏ． ０４２８５１！５ 石油 １５１７ ．２６３８８９ 精密 一〇 ．００８８０８５２４ 窯業 ３７２７ ．３２２３３６ 非鉄 ○点
食品 Ｏ． ０４０６００９３！ 窯業 １５０４ ．５８３８５５ 機械 一〇 ．０１１９８９６０４ 機械 ３４９８ ．４７６８８７ 金属 Ｏ． ００６８３０１６４

繊維 Ｏ． ０４００９０１１９ その他 １４７０ ．！７０９８９ 繊維 一０ ．０２３３２４６２８ 金属 ２７６４ ．０６１２４４ ゴム ０． Ｏ０２３１２５０１

鉄鋼 Ｏ． Ｏ０９３２６５４５ 金属 １０９１ ．５５６６！ ゴム 一〇 ．０３５０４７９２ 繊維 ２５２１ ．１３１１６２ 窯業 一〇 ．００４２４０２５５

土
Ｏ． ００７３００８０７ 木材 ９２６ ．６１９３６０９ 鉄鋼 一〇 ．０３７３６１８６５ 木材 １７７４ ．ＯＯ０５０工 石油 一０ ．１１１６６４３３４

　１９９８年現在で，ＯＥＭ比率が製造業全杜を下回 っている産業（業種）は，機械，精密，印刷 ，

輸送，鉄鋼である 。ＯＥＭ化を進める傾向の認められる産業（業種）は，繊維，食品，電機，ゴ

ム， その他，紙パ，鉄鋼，輸送である 。ＯＥＭ比率の平均が高い木材，石油，非鉄には，ＯＥＭ

化の抑制傾向が認められる 。印刷，木材，金属も抑制傾向にある 。機械，化学，窯業のＯＥＭ化

は横ばいに推移しており ，精密には急速にＯＥＭ化に傾斜する可能性がみられる 。一社平均の有

形固定資産当期増加額が１９９８年現在で，製造業全杜以下の産業（業種）は，窯業，ゴム ，その他 ，

食品，繊維，機械，精密，金属，木材である 。製造業全社のピーク期１９９２年以降に最高額を記録

した産業（業種）は，紙パ，金属，木材にすぎず，鉄鋼，輸送，非鉄，電機，ゴム ，窯業，精密 ，

その他は，その最高水準期を製造業全社と同じくしている 。１９９８年現在で，ピーク期の水準を回

復した産業（業種）はみられないが，化学だけはほぼ同水準を達成している 。紙パ，木材の推移

は例外的とみなせるだろう 。

　一社平均の有形固定資産当期減少額が１９９８年時点で，製造業全社を下回る産業（業種）は，化

学， 窒業，コム ，その他，食品，繊維，機械，精密，木材，金属である 。有形固定資産当期減少

額が有形固定資産当期増加額を相似形で下回りながら推移するのが，基本的なパターンである 。

両者が一時期逆転する繊維，石油，有形固定資産当期減少額が有形固定資産当期増加額を下回る

が， その推移がほぼ相似形を描いているとはいいがたい木材，紙パを除く製造業全杜等他の産業

（業種）には，おしなべて基本的なパターンが認められる 。輸送，電機，鉄鋼，印刷を除く他の

産業（業種）の一社平均の期末従業員数は，１９９８年時点の製造業全杜の期末従業員数に及ばない 。

紙パが唯一最近増加傾向にあるだけで，鉄鋼，コム等は減少傾向が明瞭であり ，非鉄，木材，化
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学， 金属，食品は高止まりしてはいるが，やはり減少気味であり ，輸送，電機等多くの産業（業

種）は，減少傾向にはあるが横ばい状況を維持しようとしている 。一社平均の営業利益が１９９８年

現在の製造業全社を超えている産業（業種）は，輸送，印刷，鉄鋼，化学，電機である 。１９９８年

時点で過去最高益を達成しているのは，化学だけである 。製造業全社が最高益を記録した時期は ，

１９９０年であるが，同時期に最高水準の利益を上げた産業（業種）は，意外にも少なく ，印刷，繊

維にすぎず，鉄鋼，石油は，１９８０年，電機は１９８５年，ゴム ，紙パ，窯業，木材は１９８９年に最高益

を記録している 。最高水準期が製造業全社以降となっている産業（業種）は，非鉄，機械，金属 ，

１９９１年，その他，１９９２年，食品，１９９４年，輸送，精密，１９９７年である 。化学を除くと ，最高益の

水準まで業績が回復している産業（業種）は，当然存在していない。製造業全杜の有形固定資産

当期増加額の最高水準期は，その最高益期に遅れること２年であるが，このラグはわが国の製造

業が事態に意識的に対応しうるまでの期問を示すとみられる 。

　ＯＥＭ化をめぐる変数の集計データを鳥賊したにすぎないが，このような産業（業種）別の資

本設備や雇用，利益の動向が，ＯＥＭ化の動きといかなる関係にあるか，この関係をＯＥＭ化の

メカニズムとして，産業（業種）別に，個別企業レベルのデータを使い，パネルデータによって

検証することが本稿の基本的課題である 。

３． ＯＥＭ化のメカニズム ：実証結果

　一連の論稿とまったく同一の手続きを踏襲したパネルデータ分析の結果は，産業（業種）別に ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
変数別一覧表を要約，作成し，巻末資料２に掲載している 。以下，ＯＥＭ化のメカニズムとその

効果の検討を手始めに，まず，変数別にそれぞれの規定要因を産業（業種）を踏まえながら ，整

理， 検討することから始めたい 。

　３．１０ＥＭ化の規定要因

　ＯＥＭ化が雇用，資本設備，利益のすべてに規定される産業（業種）はみられない。ＯＥＭ化

が雇用，資本設備に規定される産業（業種）は，製造業全社，製造業１部全杜，製造業２部全社 ，

食品，繊維，窯業である 。製造業全社，窯業のＯＥＭ化は，雇用，資本設備と同時規定関係にあ

る。 製造業全社では，１期前の雇用の削減，１期，２期前の設備投資増，全期の設備廃棄の縮小

がＯＥＭ化を促進させる 。１期前のＯＥＭ化の推進は，雇用と設備廃棄を拡大させ，設備投資を

縮小させる 。だが，３期前のＯＥＭ化への傾斜は設備投資増を招く 。設備投資に対する影響は ，

１期前の方が大きい。窯業のＯＥＭ化は，設備廃棄に対する影響の方向だけが製造業全社と異な

っている 。窯業の場合，ＯＥＭ化は１期，３期前の雇用減，２期前の設備投資増，２期前の設備

廃棄縮小によっ て促進される 。１期，３期前のＯＥＭ化の推進は，雇用を拡大させ，１期前のそ

れは，設備投資を減じるが，２期，３期前のＯＥＭ化への傾斜は，設備投資を拡大させる 。設備

投資に及ぼす影響は正の方が大きい。全期のＯＥＭ化への動きは，設備廃棄の縮小をもたらす 。

繊維では，そのＯＥＭ化は，雇用，設備投資と同時規疋関係にある 。１期前の雇用減，２期前の

雇用増，１期前の設備投資拡大，３期前の設備投資縮小がＯＥＭ化を促進させる 。雇用，設備投
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資が及ぼす影響は，いずれも１期前の方が強い。２期前のＯＥＭ化への傾斜は雇用を縮小させ ，

１期前のそれは設備投資を抑制する 。食品のＯＥＭ化は，雇用と設備投資に規定される 。２期 ，

３期前の人員増，１期前の設備投資増がＯＥＭ化を促進させるが，食品には，ＯＥＭ化の効果は

認められない。製造業２部全社のＯＥＭ化は，雇用，設備廃棄と同時規定関係にあり ，設備投資

を規定する 。１期前の雇用減，１期，２期前の設備廃棄拡大がＯＥＭ化をうながす。１期前の

ＯＥＭ化への傾斜は雇用を拡大させるが，３期前のそれは，雇用を縮小させる 。雇用に対する影

響は１期前が大きい。１期，２期前のＯＥＭ化の進展は，設備廃棄を拡大させ，１期前のＯＥＭ

化への傾斜は，設備投資を減じ，３期前のそれは設備投資を拡大させる 。設備投資に対する影響

は１期前が若干強い。製造業１部全社のＯＥＭ化は，同時規定関係にある雇用と設備廃棄に規定

され，設備投資を規定する 。１期前の雇用減，全期の設備廃棄減がＯＥＭ化をうながし，１期前

のＯＥＭ化への傾斜は雇用増を ，また，１期，２期前のＯＥＭ化の進展は設備投資減を招く 。

　ＯＥＭ化が雇用に規定される産業（業種）は，化学と精密である 。化学のＯＥＭ化は，雇用と

同時規定関係にあり ，設備廃棄を規定する 。１期前の雇用の縮小がＯＥＭ化をうながし，２期前

のＯＥＭ化の推進は雇用を削減させ，３期前のそれは設備廃棄を拡大させる 。精密では，雇用が

ＯＥＭ化を規定し，ＯＥＭ化が設備投資を規定する 。１期前の雇用減と３期前の雇用増がＯＥＭ

化を進展させ，２期前のＯＥＭ化への傾斜は設備投資を縮小させる 。雇用の影響は，３期前がや

や強い 。

　ＯＥＭ化が資本設備に規定される産業（業種）は，ゴム ，非鉄，機械，電機である 。機械の

ＯＥＭ化は，設備投資，設備廃棄と同時規疋関係にあり ，雇用を規定する 。２期，３期前の設備

投資と１期前の設備廃棄のそれぞれの増加がＯＥＭ化を促進させる 。１期前，３期前のＯＥＭ化

への傾斜と２期前のその抑制が設備投資を拡大させ，２期前のＯＥＭ化の進展が設備廃棄を拡大

させる 。１期，２期前のＯＥＭ化の促進，３期前の抑制は雇用を拡大させる 。設備投資，雇用に

対する影響は正の方が大きい。電機では，設備投資，同時規疋関係にある設備廃棄がＯＥＭ化を

規定する 。１期，２期前の設備投資減，２期前の設備廃棄増，３期前の設備廃棄減がＯＥＭ化を

うながす。設備廃棄の影響は３期前の方が強い。１期，３期前のＯＥＭ化の進展は設備廃棄拡大

をもたらす。コムでは，設備廃棄がＯＥＭ化を規定し，ＯＥＭ化が雇用を規定する 。２期前の設

備廃棄縮小がＯＥＭ化を促進させ，３期前のＯＥＭ化への傾斜が雇用を減じる 。非鉄のＯＥＭ化

は設備廃棄に規定され，設備投資を規定する 。１期，２期前の設備廃棄の抑制がＯＥＭ化を進展

させ，２期前のＯＥＭ化への傾斜が設備投資を縮小させる 。

　ＯＥＭ化が利益に規定される産業（業種）は，紙パ，印刷，石油，その他である 。石油の

ＯＥＭ化は利益に規定され，雇用，設備廃棄を規定する 。２期，３期前の減益がＯＥＭ化をうな

がし，１期前のＯＥＭ化の進展が雇用を，全期のそれが設備廃棄をそれぞれ拡大させる 。印刷で

は， そのＯＥＭ化は利益と同時規定関係にあり ，設備廃棄を規定する 。２期前の増益がＯＥＭ化

を進展させ，１期前のＯＥＭ化への傾斜が減益を ，１期，３期前のそれが設備廃棄の縮小をもた

らす。その他のＯＥＭ化は利益と同時規定関係にあり ，１期前の増益，２期前の減益がＯＥＭ化

に傾斜させるが，３期前のＯＥＭ化の進展は利益を減じさせる 。利益の影響は２期前が強い。紙

パのＯＥＭ化は利益に規定され，３期前の増益がＯＥＭ化をうながすが，紙パには，ＯＥＭ化の

効果はみられない 。
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　木材，鉄鋼，金属，輸送には，ＯＥＭ化の規定要因はない。木材では．２期前のＯＥＭ化の進

展が雇用増を招くが，鉄鋼，金属，輸送には，ＯＥＭ化の効果も認められない 。

　３．２　雇用の規定要因

　雇用がＯＥＭ比率，資本設備，利益のすべてに規定される産業（業種）はない。雇用がＯＥＭ

比率，資本設備，利益に規定される産業（業種）は，石油である 。石油の雇用は，ＯＥＭ比率 ，

設備投資，利益に規定され，１期前のＯＥＭ化の促進と設備投資拡大，全期の増益が雇用を拡大

させる 。だが，雇用が影響を及ぼす要因は存在しない 。

　雇用がＯＥＭ比率，資本設備に規定される産業（業種）は，製造業全社，製造業１部全社，製

造業２部全社，繊維，木材，コム ，機械である 。製造業全社の雇用は，ＯＥＭ比率と同時規疋関

係にあり ，設備投資，設備廃棄に規定される 。１期前のＯＥＭ化への傾斜，１期，３期前の設備

投資増，２期前の設備廃棄拡大が増員を招く 。雇用はＯＥＭ比率と利益を規定し，１期前の増員

は， ＯＥＭ化の抑制と減益をもたらす。製造業２部全社，繊維，ゴム ，機械の雇用は，ＯＥＭ比

率と設備投資に規定される 。製造業２部全社と繊維の雇用は，ＯＥＭ比率と同時規疋関係にあり ，

設備投資に規定される 。製造業２部全杜では，その雇用増は，１期前のＯＥＭ化の推進と３期前

の抑制，３期前の設備投資拡大がもたらす。ＯＥＭ比率が及ぼす影響は１期前が強い。１期前の

雇用増はＯＥＭ化を抑制する 。繊維の雇用は，２期前のＯＥＭ化の抑制と３期前の設備投資増に

よって拡大される 。１期前の雇用減と２期前の雇用増がＯＥＭ化をうながすが，雇用の影響は１

期前の方が大きい。ゴム ，機械の雇用はＯＥＭ比率と設備投資に規定され，設備廃棄を規定する 。

ゴムの雇用は，３期前のＯＥＭ化の抑制と１期，２期前の設備投資減，３期前の設備投資増によ

り拡大される 。設備投資が及ぼす影響は負の方が強い。１期前の雇用増は設備廃棄を抑制する 。

機械では，１期，２期前のＯＥＭ化の推進と３期前の抑制，１期前の設備投資拡大が人員増をも

たらす。ＯＥＭ化の影響は正の方が大きい。１期前の雇用増は設備廃棄を抑える 。製造業１部全

社， 木材では，ＯＥＭ比率と設備廃棄が雇用を規定する 。製造業１部全杜の雇用は，ＯＥＭ比率

と同時規定関係にあり ，設備廃棄に規定され，利益を規定する 。１期前のＯＥＭ化への傾斜と１

期， ２期前の設備廃棄増が増員を招き ，１期前の増員はＯＥＭ化を抑制し，減益をもたらす。木

材では，２期前のＯＥＭ化の推進と設備廃棄増が人員増を招くが，雇用自体はいかなる要因にも

影響しない 。

　化学，窯業では，ＯＥＭ比率が同時決定的に雇用を規定し，化学では，利益を，窯業では，設

備廃棄を雇用が規定する 。窯業では，１期，３期前のＯＥＭ化への傾斜が雇用増を生じさせるが ，

１期，３期前の雇用増はＯＥＭ化を抑制し，２期前の減員，３期前の増員は設備廃棄を拡大させ

る。 設備廃棄に対する雇用の影響は２期前が大きい。化学の増員は，２期前のＯＥＭ化の抑制が

もたらし，１期前の増員がＯＥＭ化を抑え，３期前の増員が減益要因となる 。

　食品の雇用は，設備投資と利益に規定され，ＯＥＭ比率と設備廃棄を規定する 。１期，２期前

の設備投資縮小と１期前の増益が雇用を拡大させる 。２期，３期前の雇用増はＯＥＭ化を促進し ，

１期前のそれは設備廃棄を縮小させる 。

　雇用が資本設備に規定される産業（業種）は，鉄鋼，非鉄，金属であり ，前二者は設備投資 ，

後者は設備廃棄が雇用を規定する 。非鉄では，雇用と設備投資は同時規疋関係にあり ，いずれも
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１期前が同一方向に影響を及ぼしあっ ている 。１期前の設備投資が増加すれば，雇用が増加し ，

１期前の雇用増は設備投資を拡大させる 。鉄鋼では，１期，２期前の設備投資の拡大が雇用を増

大させるが，その雇用は他要因には影響しない。金属の雇用は設備廃棄と同時規定関係にある 。

１期，２期前の設備廃棄増が増員を招くが，１期前の人員増は設備廃棄を抑制する 。

　印刷，その他の雇用は利益に規定される 。印刷では，両要因は同時規定関係にあり ，１期前の

増益と２期前の減益が人員を増加させるが，１期，３期前の増員は利益を拡大させる 。利益が及

ぼす影響は２期前の方が強い。印刷の雇用は設備廃棄をも規定し，３期前の増員が設備廃棄を縮

小させる 。その他では，１期，３期前の増益が雇用を拡大させる 。だが，雇用が他の要因を規定

することはない 。

　紙パ，電機，輸送，精密には，雇用規定要因は認められない。精密では，雇用がＯＥＭ比率を

規定し，１期前の減員，３期前の増員がＯＥＭ化をうながす。ＯＥＭ比率に及ぼす影響は３期前

が若干強い。輸送の雇用は資本設備を規定し，２期前の人員増が設備投資と設備廃棄を抑制する 。

紙パ，電機の雇用には，いかなる要因との問にも有意な関係はみられない 。

　３ ．３．資本設備の規定要因

　資本設備（設備投資，設備廃棄）がＯＥＭ比率，雇用，利益の全変数に規定される産業（業種）

は存在しない。以下，設備投資に焦点を合わせ，検証結果を整理する 。設備投資がＯＥＭ比率 ，

雇用，設備廃棄に規定され，設備廃棄が設備投資と同時規定関係にある産業（業種）は非鉄であ

る。 非鉄の設備投資は，ＯＥＭ比率に規定され，雇用，設備廃棄と同時規定関係にあり ，その設

備廃棄はＯＥＭ比率をも規定する 。２期前のＯＥＭ化の後退，１期前の雇用増，２期前の設備廃

棄増が設備投資を拡大させ，１期前の設備投資増は雇用を拡大させる 。全期の設備投資拡大は設

備廃棄を縮小させ，１期，２期前の設備廃棄減はＯＥＭ化をうながす 。

　設備投資がＯＥＭ比率，設備廃棄に規定され，設備廃棄がＯＥＭ比率，雇用，設備投資に規定

される産業（業種）は窒業である 。その設備投資はＯＥＭ比率，設備廃棄に同時決定的に規定さ

れ， １期前のＯＥＭ化の抑制，２期，３期前のＯＥＭ化への傾斜，２期前の設備廃棄拡大が設備

投資を積極化させる 。ＯＥＭ比率が及ぼす影響は正の方が大きい。２期前の設備投資増はＯＥＭ

比率と設備廃棄を上昇，増加させる 。窒業の設備廃棄はＯＥＭ比率、設備投資と同時規疋関係に

あり ，雇用に規定される 。全期のＯＥＭ化の後退，２期前の設備投資拡大，２期前の雇用減，３

期前の雇用増が設備廃棄を増大させる 。雇用が及ぼす影響は２期前が強い。２期前の設備廃棄拡

大は，ＯＥＭ化の抑制と設備投資の拡大をもたらす 。

　設備投資がＯＥＭ比率にのみ規定される産業（業種）は，製造業全社，製造業１部全社，製造

業２部全社，繊維，機械，精密である 。機械の設備廃棄はＯＥＭ比率と雇用，製造業全社と製造

業２部全杜の設備廃棄はＯＥＭ比率と設備投資，繊維の設備廃棄は設備投資と利益，製造業１部

全社のそれは設備投資にそれぞれ規定されるが，精密には，その設備廃棄に対する影響要因は認

められない。機械の設備投資はＯＥＭ比率と同時規定関係にあり ，雇用を規定し，設備廃棄も

ＯＥＭ比率と同時決定的に規定され，雇用にも規定される 。１期，３期前のＯＥＭ化の推進と２

期前のその抑制が設備投資を拡大させ，１期前の設備投資増は人員増をもたらし，２期，３期前

のそれはＯＥＭ化をうながす。ＯＥＭ化が及ぼす影響は正の方が強い。機械の設備廃棄は２期前
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のＯＥＭ化の促進と１期前の雇用減によっ て拡大され，１期前の設備廃棄増はＯＥＭ化を進める 。

製造業全社の設備投資はＯＥＭ比率と同時規定関係にあり ，雇用，設備廃棄，利益を規定する 。

その設備廃棄もＯＥＭ比率に同時に，また設備投資に規定され，雇用を規定する 。製造業全社の

設備投資増は１期前の０ＥＭ化の抑制と３期前のその推進によってもたらされる 。ＯＥＭ比率が

及ぼす影響は１期前の方が大きい。１期，２期前の設備投資増はＯＥＭ化をうながし，１期，３

期前の設備投資拡大は人員増を招き ，１期前のそれは設備廃棄を，３期前の設備投資増は利益を

それぞれ拡大させる 。製造業全社の設備廃棄は１期前のＯＥＭ化の推進と設備投資増によって拡

大され，全期の設備廃棄増はＯＥＭ化を抑え，２期前の設備廃棄拡大は雇用を増加させる 。製造

業２部全杜の設備投資はＯＥＭ比率に規定され，雇用と設備廃棄を規定する 。その設備廃棄は

ＯＥＭ比率と同時規定関係にあり ，設備投資にも規定される 。１期前のＯＥＭ化の抑制と３期前

のその推進が設備投資を拡大させるが，ＯＥＭ比率が及ぼす影響は１期前が若干強い。３期前の

設備投資拡大は雇用を，また１期前のそれは設備廃棄をそれぞれ拡大させる 。１期，２期前の

ＯＥＭ化への傾斜と１期前の設備投資増が製造業２部全社の設備廃棄増を招き ，１期，２期前の

設備廃棄増はＯＥＭ化に拍車をかける 。繊維の設備投資はＯＥＭ比率に同時決定的に規定され
，

雇用と設備廃棄を規定する 。その設備廃棄は設備投資と利益に規定されるが，他要因を規定する

ことはない。１期前のＯＥＭ化の抑制が繊維の設備投資を拡大させ，１期前の設備投資拡大と３

期前のその縮小がＯＥＭ化を促進し，３期前の設備投資増は雇用を ，１期前のそれは設備廃棄を

それぞれ拡大させる 。ＯＥＭ比率に対する影響は１期前の方が強い。１期前の設備投資拡大と２

期前の増益が繊維の設備廃棄を増加させる 。製造業１部全社の設備投資はＯＥＭ比率に規定され ，

設備廃棄と利益を規定し，その設備廃棄は設備投資に規定され，ＯＥＭ比率と雇用を規定する 。

１期，２期前のＯＥＭ化の抑制が製造業１部全社の設備投資を拡大させ，１期，２期前の設備投

資増は設備廃棄を ，３期前のそれは利益をそれぞれ拡大させる 。１期，２期前の設備投資増が製

造業１部全社の設備廃棄を増加させ，全期の設備廃棄拡大はＯＥＭ化を抑え，１期，２期前のそ

れは雇用を増加させる 。精密の設備投資は２期前にＯＥＭ化が抑制されると拡大される 。設備投

資は他の要因には影響を及ぼさず，精密の設備廃棄はいかなる要因とも有意に結びつかない 。

　設備投資が雇用と設備廃棄に規定される産業（業種）は，輸送である 。その設備廃棄は雇用に

規定され，設備投資を規定する 。２期前の雇用減と１期前の設備廃棄増が設備投資を拡大させ ，

２期前の人員減が設備廃棄を拡大させる 。輸送の設備投資は他の変数には影響しない 。

　設備投資が設備廃棄と利益に規定される産業（業種）は，印刷，化学，鉄鋼であり ，金属はそ

の設備投資が設備廃棄にのみ規定される産業（業種）である 。印刷の設備投資は設備廃棄，利益

と同時規定関係にあり ，２期，３期前の設備廃棄縮小，２期前の減益によって拡大される 。１期

前の設備投資拡大は利益を，２期前のそれは設備廃棄をそれぞれ縮小させる 。印刷の設備廃棄は

設備投資に同時決定的に規定され，ＯＥＭ比率と雇用に規定される 。１期，３期前のＯＥＭ化の

抑制，３期前の雇用減，２期前の設備投資減がその設備廃棄を増加させる 。化学の設備投資も設

備廃棄，利益と同時規定関係にあり ，その設備廃棄はＯＥＭ比率と同時規疋関係にある設備投資

によっ て規定され，利益を規定する 。化学の設備投資増加は，１期，２期前の設備廃棄縮小と２

期， ３期前の減益によってもたらされる 。１期前の設備投資増は設備廃棄増を招き ，３期前のそ

れは増益を生じさせる 。３期前のＯＥＭ化の推進と１期前の設備投資増が設備廃棄を拡大させ ，
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２期前の設備廃棄増と３期前の設備廃棄減が利益を増加させるが，その影響は３期前の方が大き

い。 鉄鋼の場合，その設備投資は設備廃棄に同時に，また，利益に規定され，雇用を規定する 。

１期，２期前の設備廃棄減と１期前の増益が鉄鋼の設備投資を積極化させ，１期前の設備投資増

は設備廃棄増を ，１期，２期前のそれは雇用増をそれぞれ招く 。鉄鋼の設備廃棄は設備投資と同

時規定関係にあるが，他の要因とは有意な関係をもたない。金属の設備投資は設備廃棄と ，設備

廃棄は設備投資，雇用とそれぞれ同時規定関係にある 。その設備投資は全期の設備廃棄増によっ

て拡大し，１期前の設備投資増が設備廃棄を拡大させる 。金属の設備廃棄は設備投資と同時に規

定され，１期前の雇用の縮小によっても拡大される 。１期，２期前の設備廃棄増は人員増をもた

らす 。

　設備投資が利益に規定される産業（業種）はゴム ，紙パである 。ゴムでは，１期前の増益，３

期前の減益が設備投資を増大させるが，その影響は１期前が強い。設備投資は雇用を規定し，１

期， ２期前の設備投資減，３期前の設備投資増が雇用を拡大させるが，雇用に対する影響は負の

方が大きい。コムの設備廃棄は雇用と利益に規定され，ＯＥＭ比率を規定する 。１期前の雇用滅 ，

２期前の増益がコムの設備廃棄を増加させ，２期前の設備廃棄拡大はＯＥＭ化を抑える 。紙パの

設備投資は利益と同時規定関係にあるが，その設備廃棄はいかなる要因とも有意な関係を示さな

い。１期，２期前の増益，３期前の減益が紙パの設備投資を拡大させ，１期，３期前の設備投資

減が増益をもたらす傾向をもつ。設備投資に対する利益の影響は正の方が大きい 。

　設備投資がいかなる変数にも有意に規定されない産業（業種）は，食品，木材，石油，電機 ，

その他である 。石油では，その設備投資は雇用と設備廃棄を規定する 。１期前の設備投資増は人

員を増加させ，１期，２期前のそれは設備廃棄を拡大させる 。石油の設備廃棄はＯＥＭ比率，設

備投資，利益に規定されるが，他の要因には影響しない。全期のＯＥＭ化の促進，１期，２期前

の設備投資増，１期前の減益と３期前の増益が石油の設備廃棄を拡大させる 。利益が及ぼす影響

は１期前が若干強い。食品の設備投資はＯＥＭ比率，雇用，設備廃棄を規定する 。１期前の設備

投資増はＯＥＭ化と設備廃棄増をうながし，１期，２期前のそれは人員を削減させる 。その設備

廃棄は設備投資と雇用に規定されるが，他の要因を規定することはない。１期前の設備投資増と

１期前の雇用減が食品の設備廃棄を拡大させる 。電機の設備投資はＯＥＭ比率を規定し，１期 ，

２期前の設備投資増はＯＥＭ化を抑制する 。電機の設備廃棄はそのＯＥＭ比率と同時規定関係に

ある 。１期，３期前のＯＥＭ化への傾斜が設備廃棄を増加させるが，２期前の設備廃棄増，３期

前の設備廃棄減はＯＥＭ化をうながす。ＯＥＭ比率に対する影響は３期前の方が大きい。木材で

は， その設備廃棄が雇用を規定し，２期前の設備廃棄拡大が人員増を招く 。この関係を除くと ，

資本設備と有意な規疋関係を有する要因はない。その他はその資本設備が他変数と独立に決定さ

れる唯一の産業（業種）である 。

　３．４利益の規定要因

　利益がＯＥＭ比率，雇用，資本設備すべてに規定される産業（業種）は存在しない。利益が

ＯＥＭ比率，雇用，設備投資に規定される産業（業種）は印刷であり ，いずれも同時規定関係に

ある 。１期前のＯＥＭ化の抑制と設備投資縮小，１期，３期前の人員増が印刷の利益を拡大させ

る。 ２期前の増益はＯＥＭ化をうながすが，設備投資は縮小させ，１期前の増益，２期前の減益

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８１）



　２４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第５０巻 ・第６号）

は雇用増を招く 。雇用に対する利益の影響は２期前の方が大きい 。

　利益がＯＥＭ比率に規定される産業（業種）はその他であり ，同時規定関係にあるが，利益は

雇用をも規定する 。３期前のＯＥＭ化の抑制が増益要因となり ，１期前の増益，２期前の減益が

ＯＥＭ化を進める 。その影響は２期前が強い。１期，３期前の増益は雇用を増大させる 。

　利益が雇用と資本設備に規定される産業（業種）は製造業全社，製造業１部全社，化学である 。

化学の利益は雇用と設備廃棄に規定され，設備投資を同時決定的に規定する 。３期前の雇用減 ，

３期前の設備投資増，２期前の設備廃棄増と３期前の設備廃棄縮小が増益をもたらす。設備廃棄

が及ぼす影響は３期前の方が強い。２期，３期前の増益は設備投資を縮小させる 。製造業全社の

利益は雇用と設備投資に規定されるが，利益は他要因を規定しない。１期前の雇用の縮小と３期

前の設備投資増が製造業全社の利益を増加させる 。製造業１部全社も製造業全社と同一の関係を

示している 。利益が他の要因を規定することもない 。

　利益が設備投資に規定される産業（業種）は紙パであり ，紙パの利益は設備投資と同時規定関

係にあり ，ＯＥＭ比率を規定する 。１期，３期前の設備投資縮小が紙パの増益を招き ，１期，２

期前の増益，３期前の減益は設備投資を拡大させる 。利益が及ぼす影響は正の方が強い。また ，

３期前の増益はＯＥＭ化をうながす 。

　残る製造業２部全社，食品，繊維，木材，石油，ゴム ，窯業，鉄鋼，非鉄，金属，機械，電機 ，

輸送，精密には，利益を規定する要因が認められない。ただし，食品，繊維，石油，ゴム ，鉄鋼

の利益は，他の要因を規定している 。石油の利益はＯＥＭ比率，雇用，設備廃棄を規定し，２期 ，

３期前の増益はＯＥＭ化を抑え，全期の増益は雇用を拡大させ，１期前の減益，３期前の増益は

設備廃棄拡大をもたらす。設備廃棄に対する影響は１期前が若干強い。食品の場合，その利益は

雇用を規定し，１期前の増益が雇用を増加させる 。ゴムの利益は資本設備を規定し，１期前の増

益， ３期前の減益が設備投資を拡大させ，２期前の増益は設備廃棄を増加させる 。設備投資に対

する利益の影響は１期前の方が大きい。鉄鋼の利益は設備投資を規定し，１期前の増益が設備投

資増をもたらす。繊維の利益は設備廃棄を規定し，２期前の増益が設備廃棄を拡大させる 。製造

業２部全社，木材，窯業，非鉄，金属，機械，電機，輸送，精密には，利益を規定する要因はも

とより ，利益が規定する要因も存在しない 。

４． む　す　び

　以上，わが国製造業上場全企業（継続企業）を上場市場区分を問うことなく１７産業（業種）に区

分し，Ｇ・ａｎｇｅ・ｃａｕ・ａ１１ｔｙの考え方に即した個別企業のパネルテータによる分析によっ て， 産業

（業種）別にＯＥＭ化の決定メカニズムとその効果の検証を試みてきた。使用した変数は，ＯＥＭ

比率，有形固定資産増加額増減率（設備投資），有形固定資産減少額増減率（設備廃棄），期末従業

員数増滅率（雇用），営業利益増減率（利益）である 。分析対象期問は，１９８０年から１９９８年である
。

４． １０ＥＭ化の規定要因

ＯＥＭ化の推進に理念型がありうるとすれば，それは雇用，資本設備に代替し，利益を生み出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８２）
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す行動であろうと想定していたが，以下に提示したＯＥＭ化規定要因の産業（業種）別一覧表か

らも理解されるように，このような経営行動を展開してきた産業（業種）は存在しない。電機 ，

輸送，化学，機械，鉄鋼なとがＯＥＭ化を雇用，資本設備に代替させ，利益をもたらす戦略的要

因として積極的に活用してきた形跡は認められない。だが，ＯＥＭ化は無用の長物ではない。製

造業全社，製造業１部全杜，製造業２部全杜のＯＥＭ化は雇用と資本設備に規定され，またそれ

らを規定していた。食品など３産業（業種）のＯＥＭ化も雇用，資本設備に規定され，化学，精

密では，雇用が，電機，機械等４産業（業種）では，資本設備がＯＥＭ化を規定している 。石油 ，

印刷等４産業（業種）のＯＥＭ化は，利益に規定されている 。

　　　　　　　　　　　　　表４－１産業（業種）別ＯＥＭ化規定要因

独立変数 産業
業種）

従属変数

雇用 設備
資

設備
棄

利益 雇用 設備
資

設備
棄

利益

○ ○ ○ 全杜 ○ ○ ○

○ ○ １部上場 ○ ○

○ ○ ２部上場 ○ ○ ○

○ ○ 食品

○ ○ 繊維 ○ ○

木材 ○

○ 紙パ

○ 印刷 ○ ○

○ 化学 ○ ○

○ 石油 ○ ○

○ ゴム ○

○ ○ ○ 窯業 ○ ○ ○

鉄鋼

○ 非鉄 ○

金属

○ ○ 機械 ○ ○ ○

○ ○ 電機 ○

輸送

○ 精密 ○

○ その他 ○

　一方，ＯＥＭ化が雇用，資本設備を規定する産業（業種）は，化学，機械等５産業（業種）であ

り， コム ，木材では，雇用が，電機，精密，非鉄では，資本設備がＯＥＭ化に規定されている 。

印刷では，資本設備と利益，その他では，利益がＯＥＭ化によって規定されている 。１７業種の中

で， ＯＥＭ化が雇用に規定される産業（業種）は，５産業（業種）あり ，ＯＥＭ化が雇用を規定す

る産業（業種）は，７産業（業種）ある 。ＯＥＭ化が資本設備に規定される産業（業種）は，７産

業（業種）あり ，ＯＥＭ化が資本設備を規定する産業（業種）は，９産業（業種）存在している 。

製造業上場全社，製造業１部全社，製造業２部全社の検証結果をも踏まえるならば，わが国製造

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８３）
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業のＯＥＭ化は雇用，資本設備に代替する役割を担う傾向を基本的には有するといえるだろう 。

だが，輸送，鉄鋼等４産業（業種）のＯＥＭ化には，その規定要因は認められず，輸送，鉄鋼等

５産業（業種）には，ＯＥＭ化の効果も存在していないように，わが国の代表的産業（業種）群は

ＯＥＭ化を戦略的要因として積極的に位置づけてきてはいないことは事実であろう 。

　ＯＥＭ化が利益に規定される産業（業種）は，いずれも ，ＯＥＭ化の促進であれ，その抑制で

あれ，その傾向が相対的に明確な産業（業種）であるが，ＯＥＭ化のメカニズムの産業（業種）別

検証作業からは，ＯＥＭ化を進展させている産業（業種），ＯＥＭ化を抑制している産業（業種）

に特有の顕著な傾向を見出すことはできなかった 。

　本稿では，ＯＥＭ化のメカニズムの検証に使用した諸変数すべてについて，その規定要因を分

析している 。わが国製造業の経営行動を解明する上で，いずれも基本的にして，重要な要因であ

るがゆえ，雇用等の規定要因についても簡潔に整理しておくことにする 。

　４ ．２．雇用の規定要因

　表４ －２は産業（業種）別に雇用規定要因を要約している 。雇用がＯＥＭ比率，資本設備，利

益のすべてに規定される産業（業種）は存在しない。製造業全社，製造業１部全社，製造業２部

表４－２産業（業種）別雇用規定要因

独立変数 産業
業種）

従属変数

ＯＥＭ 設備
資

設備
棄

利益 ＯＥＭ 設備
資

設備
棄

利益

○ ○ ○ 全社 ○ ○

○ ○ １部上場 ○ ○

○ ○ ２部上場 ○

○ ○ 食品 ○ ○

○ ○ 繊維 ○

○ ○ 木材

紙パ

○ 印刷 ○ ○

○ 化学 ○ ○

○ ○ ○ 石油

○ ○ ゴム ○

○ 窯業 ○ ○

○ 鉄鋼

○ 非鉄 ○

○ 金属 ○

○ ○ 機械 ○

電機

輸送 ○ ○

精密 ○

○ その他

（８８４）
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全杜の雇用は，ＯＥＭ比率と資本設備に規定され，雇用はＯＥＭ化と製造業２部全社を除くと ，

利益を規定している 。人員減が増益要因となる行動はアメリカ型といえるかもしれない。１期前

の減員が利益に結実している 。

　ＯＥＭ比率が雇用を規定する産業（業種）は，化学，機械等７産業（業種）あり ，雇用がＯＥＭ

化を規定する産業（業種）は，化学，精密等５産業（業種）ある 。機械，鉄鋼等９産業（業種）で

は， 資本設備が雇用を規定し，輸送，機械等８産業（業種）では，雇用が資本設備を規定してい

る。 食品等４産業（業種）の利益は雇用を規定し，化学，印刷の雇用は利益を規定している 。電

機， 輸送等４産業（業種）には，雇用を規定する要因はなく ，電機，鉄鋼等６産業（業種）には ，

雇用が規定する要因もみられない 。

　４．３　資本設備の規定要因

　表４ －３ ，表４ －４は産業（業種）別に設備投資と設備廃棄の規定要因を要約している 。資本設

備（設備投資，設備廃棄）が他のすべての要因に規定される産業（業種）はないが，製造業全杜の

設備投資は，ＯＥＭ比率，雇用，設備廃棄，利益のすべてを規定している 。製造業全社，製造業

１部全社では，３期前の設備投資増が利益をもたらしている 。その製造業全社，製造業１部全社 ，

表４－３産業（業種）別設備投資規定要因

独立変数 産業
業種）

従属変数

ＯＥＭ 雇用 設備廃棄 利益 ＯＥＭ 雇用 設備
棄

利益

○ 全社 ○ ○ ○ ○

○ １部上場 ○ ○

○ ２部上場 ○ ○

食品 ○ ○ ○

○ 繊維 ○ ○ ○

木材

○ 紙パ ○

○ ○ 印刷 ○ ○

○ ○ 化学 ○ ○

石油 ○ ○

○ ゴム ○

○ ○ 窯業 ○ ○

○ ○ 鉄鋼 ○ ○

○ ○ ○ 非鉄 ○ ○

○ 金属 ○

○ 機械 ○ ○

電機 ○

○ ○ 輸送

○ 精密

その他

（８８５）
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表４－４産業（業種）別設備廃棄規定要因

独立変数 産業
業種）

従属変数

ＯＥＭ 雇用 設備
資

利益 ＯＥＭ 雇用 設備
資

利益

○ ○ 全社 ○ ○

○ １部上場 ○ ○

○ ○ ２部上場 ○

○ ○ 食品

○ ○ 繊維

木材 ○

紙パ

○ ○ ○ 印刷 ○

○ ○ 化学 ○ ○

○ ○ ○ 石油

○ ○ ゴム ○

○ ○ ○ 窯業 ○ ○

○ 鉄鋼 ○

○ 非鉄 ○ ○

○ ○ 金属 ○ ○

○ ○ 機械 ○

○ 電機 ○

○ 輸送 ○

精密

その他

製造業２部全社の設備投資はＯＥＭ比率に規定されている 。

　設備投資がＯＥＭ比率に規定される産業（業種）は，機械，精密等５産業（業種）であり ，設

備投資がＯＥＭ化を規定する産業（業種）は，電機，機械等の５産業（業種）である 。雇用が設

備投資を規定する産業（業種）は，輸送，非鉄だけであるが，設備投資が雇用を規定する産業

（業種）は，機械，鉄鋼等７産業（業種）みられる 。輸送，化学，鉄鋼等７産業（業種）では，設

備廃棄が設備投資を規定し，化学，鉄鋼等９産業（業種）の設備投資は設備廃棄を規定している 。

化学，鉄鋼等５産業（業種）の設備投資は利益に規定され，化学等３産業（業種）の設備投資は

利益を規定している 。電機等５産業（業種）の設備投資には，その規定要因は認められず，輸送 ，

精密等４産業（業種）の設備投資は他の要因を規定しない。木材，その他の設備投資は独立に決

定されている 。

　一方，設備廃棄規定要因は，製造業全社では，ＯＥＭ比率と設備投資が規定し，ＯＥＭ比率と

雇用を規定している 。電機，化学，機械等６産業（業種）の設備廃棄はＯＥＭ比率に規定され ，

電機，機械等５産業（業種）の設備廃棄はＯＥＭ比率を規定している 。雇用が設備廃棄を規定す

る産業（業種）は輸送，機械等７産業（業種）であるが，設備廃棄が雇用を規定する産業（業種）

は木材，金属にすぎない。設備投資が設備廃棄を規定する産業（業種）は化学，鉄鋼等９産業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８８６）
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（業種）みられ，設備廃棄が設備投資を規定する産業（業種）は輸送，化学，鉄鋼等７産業（業

種）である 。繊維，石油，コムの設備廃棄は利益に規定され，化学の設備廃棄だけが利益を規定

している 。紙パ，精密，その他の設備廃棄は，他要因とは独立に決定されている 。

　資本設備規定要因の検証結呆は，とくに，化学，鉄鋼等という重厚長大型の代表的な産業（業

種）の装置産業としての特徴を浮き彫りにしているようにみえる 。だが，その決定係数は設備廃

棄を従属変数とする石油の結果を除けば，高くはない 。

　４ ．４．利益の規定要因

　表４ －５は産業（業種）別の利益規定要因を整理している 。利益が他の変数すべてに規定され

る産業（業種）も ，利益が他をすべて規定する産業（業種）も存在しない。製造業全社，製造業

１部全杜では，１期前の雇用減と３期前の設備投資拡大が増益をもたらしているが，利益はなに

も規定していない。製造業２部全社は，その利益が他要因と有意に関係せず，このかぎりで，わ

が国製造業は規模の利益を享受しているといえるかもしれないが，製造業全社，製造業１部全杜

にしても ，その利益はどこに向かっているのか 。

　産業（業種）別にみると ，ＯＥＭ比率が利益を規定する産業（業種）は印刷，その他であり ，雇

表４－５産業（業種）別利益規定要因

独止変数

ふ
産業
業種）

従属変数

ＯＥＭ 雇用 設備
資

ＯＥＭ 雇用
廃棄

設備
資

設備
棄

○． ○ 全杜

○１ ○ １部上場

２部上場

食品 ○

繊維 ○

木材

○ 紙パ ○ ○

○ ○ ；ゾ 。÷ ○ ○ ○

○ ○

石油 ○ ○ ○

ゴム ○ ○

窯業

鉄鋼 ○

非鉄

金属

機械

電機

輸送

精密

■○ その他 ○ ○

独立変数 産業 従属変数

（１８８７）
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用が利益を規定する産業（業種）は印刷，化学である 。紙パ，印刷，化学の利益は設備投資に規

定され，化学では，設備廃棄も利益を規定している 。利益がＯＥＭ比率を規定する産業（業種）

は紙パ，印刷，石油，その他であり ，食品，印刷，石油，その他では，利益が雇用を規定してい

る。 紙パ，印刷，化学，ゴム ，鉄鋼では，利益が設備投資を規定し，繊維，石油，ゴムの設備廃

棄は利益に規定される 。電機，輸送，機械，精密等８産業（業種）の利益は他の要因とは有意な

関係をもたない 。

　ＯＥＭ化が利益を規定する産業（業種）は，わずか２産業（業種）にすぎず，このような結果を

も含む利益規定要因の検証結果は，本稿の分析対象期問にみせた日本経済の変容を考慮したとし

ても ，結局のところ，わが国製造業のいびつにして，脆弱な利益獲得能力基盤を露わにしている

とみなさざるをえないだろう 。

　以上，ＯＥＭ化の決定メカニスムとそのメカニスムを論理的に構成する要因を規定する要因の

検証結果を産業（業種）別に整理，要約してきた。本稿では，産業（業種）別のＯＥＭ化をめぐ

る構成要因の規定要因を確認したにすぎない。それゆえ，残された課題も山積している 。産業

（業種）別の経営行動モテルを構築することが最大の課題となるが，その則提として，検証結果

の説明力を高める作業を重ねなければならない。そのためには，わが国経済の動向を見据えなが

ら， 分析対象期間を区分することが必要であろう 。各要因別の検証結果を整合的に統合する作業

も残されている 。企業規模をモテルに組み込む必要性も残される 。ＯＥＭ化のメカニスムの論理

的枠組みの再構築をも射程に入れつつ，経営行動モデル構築を当面の課題として，残された諸課

題への取り組みを重ねることにしたい 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注
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　造業　パネルテータによるＯＥＭ効果の分析一検証　株式会社『日本』一」『奈良大学紀要』 ，第２７号
，

　１９９９年３月 ，同「０ＥＭと雇用の流動化一検証 ：株式会社『日本』一」『奈良大学情報処理センター

　年報』 ，第１０号，１９９９年９月 。つぎの論稿も参照願いたい。拙稿「日 ・米 ・加製造業における白己資

　本経常利益率決定メカニズムの解明」『立命館経済学』 ，第４８巻第２号，１９９９年６月 ，同「日 ・米 ・加

　非製造業における自己資本経常利益率決定メカニズムの解明」『立命館経済学』 ，第４８巻第６号，２０００

　年２月 ，同「欧州１４カ国（英 ・独 ・仏 ・伊 ・填太利 ・白耳義 ・瑞西 ・阿蘭陀 ・西班牙 ・丁抹 ・瑞典 ・

　諾威 ・芥蘭 ・愛蘭）製造業における自己資本経常利益率決定メカニズムの解明」『奈良大学紀要』 ，第

　２９号，２００１年３月 ，同「欧州１４カ国（英 ・独 ・仏 ・伊 ・填太利 ・白耳義 ・瑞西 ・阿蘭陀 ・西班牙 ・丁

　抹 ・瑞典 ・諾威 ・芥蘭 ・愛蘭）非製造業における自己資本経常利益率決定メカニズムの解明」『立命

　館経済学』 ，第４９巻第６号，２００１年２月 ，同「アジア ・オセアニア ・中南米 ・アフリカ１３カ国（オー

　ストラリア ・香港 ・インドネシア ・インド ・マレーシア ・ニュージーランド ・シンガポール ・タイ ・

　台湾 ・バミューダ ・ブラジル ・メキシコ ・南アフリカ）製造業における自己資本経常利益率決定メカ

　ニズムの解明」『立命館経済学』 ，第５０巻第２号，２００１年６月 ，同「アジア ・オセアニア ・中南米 ・ア

（８８８）



　　産業（業種）別Ｏ　ＥＭメカニズム ：パネルデータによる先決性の検定（伊藤 ・道明 ・井澤）　　　 ３１

　フリカ１１カ国（オーストラリア ・香港 ・インドネシア ・マレーシア ・ニュージーランド ・シンガポー

　ル ・タイ ・バミューダ ・ブラジル ・メキシコ ・南アフリカ）非製造業における自己資本経常利益率決

　定メカニズムの解明」『立命館経済学』 ，第５０巻第３号，２００１年８月
。

２）拙稿「日本の製造業 ：ＯＥＭ化のメカニズムとその影響一検証 ：株式会杜『日本』一」『奈良大学

　紀要』 ，第２８号，前掲，同「戦略的要因としてのＯＥＭ化 ：市場と組織」『立命館経済学』 ，第４９巻第

　１号，前掲，同「ＯＥＭ化のメカニスム　企業規模と市場，組織」『ファイナンス研究センター　リ

　サーチペー パーシリーズ』（立命館大学），第０１－００６号，前掲 。

３）巻末資料３として，業種別に，もっとも簡略化した変数間の関係の図式を提示している 。

（８８９）



３２ 立命館経済学（第５０巻 ・第６号）

〔資料１〕
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３４ 　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第５０巻 ・第６号）
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３６ 立命館経済学（第５０巻 ・第６号）
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３８ 立命館経済学（第５０巻 ・第６号）

図１３：営簑利益（一社平均）（１）
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図１５：営簑利益 １一社平均〕（３）
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４０ 立命館経済学（第５０巻 ・第６号）

〔資料２〕

従属変数
ＯＥＭ比率

表１－１ Ｇｒａｎｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１１ｔｙによる因果関係分析　パネルデータ分析結果要約表

　　　　　　　１９８０年一１９９８年　製造業業種別分析結果

業種 全社
独立変数

食品 繊維 木材 紙パ

資産増加額
ｔ値 一１ ４． ００２５４ ３． ６２４７３ ３． ３２０４２

一．
５００１２８ 一１ ．０３２５０

ｔ値 一２ １． ７８２９３
一．

５２５８７２
一．

１２１９６５ ．９８７７０１ 一１ ．３７５７５

ｔ値 一３
一．

１４２２９４
一．

２８４０６２ 一１ ．９２４６９ １． ９８４２７
一．

８２７５７６

Ａ－Ｒ２ ．０１６６１９
一．

５６２３０１Ｅ －０２ ．０７４２８９ ．１３８６７４ ．０７５６２８

Ｆ値 ．０００２７ ．００１７６ ．０００８６ ．１６８５８ ．４０９５２

資産減少額
ｔ値一１ 一１１ ．２８９３

一．
４９８１２１ １． ２８９９５

一．
８４７６３３ １． ０１８１９

ｔ値 一２ 一２ ．２７８１３ ．５９６８３２ １． １９９４７ 一２ ．０９９４１ ．５６１６４４

ｔ値 一３ 一２ ．６０８８８ ．９５０９２７ １． １１３２８
一．

１９４３８４
一．

３６６５７３

Ａ－Ｒ２ ．０１６６１９
一．

５６２３０１Ｅ －０２ ．０７４２８９ ．１３８６７４ ．０７５６２８

Ｆ値 ．０００００ ．６７２９７ ．２６１９６ ．１０７７５ ．６５４９４

従業員数
ｔ値 一１ 一８ ．４６７９６

一．
９５８３９３ 一４ ．８３８３２ 一１ ．５８０７６ 一１ ．７１００９

ｔ値 一２ ．９０２２３２ １． ９３４５０ ３． ２４５６６
一．

８４３２５２
一．

１３４３４５Ｅ －０２

ｔ値 一３
一．

８１８７７５ ２． １４００５ 一１ ．３４５８９ 一１ ．９８７７８ 一１ ．０７１４７

Ａ－Ｒ２ ．０１６６１９
一． ５６２３０１Ｅ －０２ ．０７４２８９ ．１３８６７４ ．０７５６２８

Ｆ値 ．０００００ ．０１６９７ ．０００００ ．１０７３１ ．２４４５６

営業利益
ｔ値 一１ ．９６１１６４ ．４１４７７２ １． ０９４２３ ．６０８０８４

一．
２６６７９４

ｔ値 一２
一．

３５５３４０ ．２９６１５６ 一１ ．５９７４５ ．１９７４２４ １． ２６１１４

ｔ値 一３ ．０４１７５３ 一１ ．７０６５３
一．

７６８３２０
一．

８３２８８０ ５． ７３７３６

Ａ－Ｒ２ ．０１６６１９
一．

５６２３０１Ｅ －０２ ．０７４２８９ ．１３８６７４ ．０７５６２８

Ｆ値 ．７５７３１ ．３２０８３ ．１９９７９ ．７４２８２ ．０００００

会社数（ＮＩ） ９８５ １１２ ７２ １０ ３２

観察数（ＮＯＢ） １３９１４ １６５２ １０３７ １００ ４６５

従属変数
ＯＥＭ比率

表１－２ Ｇｒａｎｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１１ｔｙによる因果関係分析　パネルテータ分析結果要約表

　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

業種 印刷 化学 石油 ゴム
独立変数

窯業

資産増加額
ｔ値一１

一．
６５３６９２ ．５８４９９９

一．
７４６９２９ ２． ２１３１６ １． ２７５４２

ｔ値 一２ ．３６９６４６ ．０８７８０３ ．４１３９９８ １． ７５３３８ ３． ４６８４４

ｔ値 一３ ．５７９６９８
一．

２８０２８４
一．

９２９６６３ ．３７３８００Ｅ －０２ ．９９０８００

Ａ－Ｒ２ ．３４１９８０ ．０３２９４０ ．２００９３３ ．０５３５７１ ．０８４７５３

Ｆ値 ．７２５０６ ．９１４１１ ．５８０２０ ．０６４０２ ．００３９５

資産減少額
ｔ値 一１ ．２２８１６１ ．１６１８９８

一．
６２４３５６ 一１ ．６２９４３

一．
３８７６８８

ｔ値 一２ ．６３４４３５ １． ５４３６７ ．９１４３５５ 一２ ．７９４０８ 一３ ．５０４９６

ｔ値 一３ 一１ ．２４８６３ ．１０８８１８ ．６９６１９８Ｅ －０２ ．３３３１３６
一．

１２４９２６

Ａ－Ｒ２ ．３４１９８０ ．０３２９４０ ．２００９３３ ．０５３５７１ ．０８４７５３

Ｆ値 ．２９８００ ．４４６７８ ．６２０８９ ．０２５２７ ．００４０２

従業員数
ｔ値一１ １． ５２０００ 一４ ．４１７５８ 一２ ．３５４８４ 一１ ．６９００１ 一２ ．９４６５５

ｔ値 一２ １． ４５４０４
一．

２７３４９６ ．３１８８８９ 一１ ．１５１１２
一．

３２１７８８

ｔ値 一３ 一１ ．７６９５６ 一１ ．２１２７７
一．

８８１３８７ ．８２６５９３ 一２ ．１２０８１

Ａ－Ｒ２ ．３４１９８０ ．０３２９４０ ．２００９３３ ．０５３５７１ ．０８４７５３

Ｆ値 ．０６３１４ ．００００７ ．０７０４４ ．１６９６１ ．００１１３

営業利益
ｔ値 一１ ．２２２４２２ ．３９６２６２ 一１ ．０７３８１

一．
２８８７２５ ．５８０２４８

ｔ値一２ ２． ４９５８３ １． ５９９７３ 一２ ．３３１７４ ．２０３３６８ １． ４０８５１

ｔ値 一３ １． ２２５５７
一．

２７４７２１ 一２ ．５２７０９ ．２０９０７３ ．３８７４８４

Ａ－Ｒ２ ．３４１９８０ ．０３２９４０ ．２００９３３ ．０５３５７１ ．０８４７５３

Ｆ値 ．０３７５４ ．３９２１５ ．０１１５５ ．９７７３２ ．４７３９７

会杜数（ＮＩ） ８ １５７ ９ ２０ ５６

観察数（ＮＯＢ） ８０ ２３８６ １４５ ２９４ ８２４

（８９８）



産業（業種）別Ｏ　ＥＭメカニズム ：パネルデータによる先決性の検定（伊藤 ・道明 ・井澤）

　　　　　　　表１－３

従属変数
ＯＥＭ比率

Ｇｒａｎｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１ｉｔｙによる因果関係分析　パネルデータ分析結果要約表

　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製担業業種別分析結果

４１

業種 鉄鋼 非鉄 金属
独立変数

機械 電機

資産増加額
ｔ値 一１ ．４４０４２９ ．７７８１４７ ．５４２６８０

一．
５９６４７２ 一３ ．６８０９７

ｔ値 一２ ．４２９８０６ １． ０１２８１ ．３２２５６０ ５． ３０５７１ 一２ ．１７３００

ｔ値 一３
一．

９７７５０７ ．９５８９９８Ｅ －０２ 一２ ．２８８９０ ４． ２２１４４
一．

３１７７２８

Ａ－Ｒ２ ．０５５１７７ ．４１３１０１
一．

２８９６７３Ｅ －０２ ．０４３８０２ ．０７９２９４

Ｆ値 ．６１３６９ ．６６９６６ ．０７７５０ ．ＯＯＯ００ ．０００６９

資産減少額
ｔ値 一１ 一１ ．６６７２０ 一１５ ．２５８０ ．６１６８４０ ３． ７７８６４ ．１０６９５０

ｔ値 一２ ．８１８７３６ 一３ ．３２１５７ ．１３３９４６ 一１ ．４８３４１ ３． ６！２９７

ｔ値 一３
一．

３０６７４０ ．８９２３８６ ．６０９５８７ ．１８０８７６ 一５ ．５９８５３

Ａ－Ｒ２ ．０５５１７７ ．４１３１０１
一．

２８９６７３Ｅ －０２ ．０４３８０２ ．０７９２９４

Ｆ値 ．２４９１６ ．ＯＯＯＯＯ ．８６１０１ ．ＯＯ０１８ ．０００００

従業員数
ｔ値 一１ 一１ ．０８２４２ 一２ ．３９４１５

一．
３１９０５６

一．
３２２４２６ ．３５４８２１

ｔ値 一２ ．４６８３４３
一．

５１９７０９
一．

０９６２２２ 一２ ．４２０４５ 一２ ．４４７９８

ｔ値 一３ １． ５６７４３ 一１ ．１６１７９ １． ９８４９６
一．

４０１４０８ ．５８０８０４

Ａ－Ｒ２ ．０５５１７７ ．４１３１０１
一．

２８９６７３Ｅ －０２ ．０４３８０２ ．０７９２９４

Ｆ値 ．１８６６２ ．０６２６４ ．２１６９８ ．０７８３４ ．０８１２０

営業利益
ｔ値 一１

一．
１２６２３８ 一１ ．３７０７５

一．
１９６０８０ ．８９９９３４ ．９３５１１２

ｔ値 一２
一．

！４０８３１
一．

７０６６５６ ．０２８２９８
一．

６１２３５１
一．

０８７７４９

ｔ値 一３ ．５６０２４８ ．２７５９７１ ２． ０３８３１
一．

２８３４２６ 一１ ．３９８３２

Ａ－Ｒ２ ．０５５１７７ ．４１３１０１
一． ２８９６７３Ｅ －０２ ．０４３８０２ ．０７９２９４

Ｆ値 ．９４７２３ ．４２２７５ ．１８９１５ ．６８７９８ ．３５０４４

会杜数（ＮＩ） ３４ ３２ ４５ １０４ １４２

観察数（ＮＯＢ） ５０９ ４５６ ５３２ １４４５ １９５０

表１－４ Ｇｒａｎｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１ｉｔｙによる因果関係分析　パネルデータ分析結果要約表
　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

従属変数
ＯＥＭ比率

業種 輸送 精密 その他
独立変数

資産増加額
ｔ値 一１

一．
６０４３６１

一．
０２３６３４ 一！ ．０６１３７

ｔ値 一２ 一１ ．５０１３１
一．

２１６３７５ 一２ ．１６７５７

ｔ値 一３ ．０３９６６７ 一１ ．１５７３６ ．８２４７３２

Ａ－ Ｒ２
一．

５４３０４２Ｅ －０２ ．０１１３４６ ．４！２５７５Ｅ －０２

Ｆ値 ．４３４８９ ．６８９９３ ．０７４０１

資産減少額
ｔ値 一１ ．２６２８５１ ．１８４５３３ ！． ２０６６９

ｔ値 一２ ２． １９１８０ ．４９６５８４
一．

８８０３４８

ｔ値 一３ ．３８１６６５ ．７７７０４４ 一１ ．２９４４１

Ａ－ Ｒ２
一．

５４３０４２Ｅ －０２ ．０１１３４６ ．４１２５７５Ｅ －０２

Ｆ値 ．１５４０８ ．８４０７０ ．２１２６５

従業員数
ｔ値 一１ 一１ ．６４５１６ 一！ ．７１９１８

一．
５０４７０７

ｔ値 一２ １． ７１８４３
一．

９０４２０８ ！． ９３９１２

ｔ値 一３ ．４３４８３６ ２． ０１８１５ 一１ ．３９９６０

Ａ－ Ｒ２
一． ５４３０４２Ｅ －０２ ．０１１３４６ ．４１２５７５Ｅ －０２

Ｆ値 ．１２１２６ ．０２９７６ ．１１３４１

営業利益
ｔ値 一１ ．２３５２７２

一．
０４５８８３ ２． ０１８６０

ｔ値 一２ ．３９０４０１
一．

６６７０４３ 一２ ．５２４９６

ｔ値 一３
一．

６５４０６８ ．１７１２０２ ．３８０７０５

　　Ａ－Ｒ］
一．

５４３０４２Ｅ －０２ ．Ｏ１１３４６ ．４１２５７５Ｅ －０２

Ｆ値 ．８６４６７ ．９１１２８ ．０１１５９

会社数（ＮＩ） ５９ ２９ ６４

観察数（ＮＯＢ） ８３３ ４０２ ８０４

（８９９）



４２ 立命館経済学（第５０巻 ・第６号）

表２－１ Ｇ・ａｎｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１ｌｔｙによる因果関係分析　パネルデータ分析結果要約表
　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

従属変数
資産増加額

業種 全社 食品 繊維 木材 紙パ
独立変数

ＯＥＭ比率
ｔ値一１ 一３ ．３７５２６ １． ７２６７２ 一３ ．１１０９６

一．
８３７３８９ ．１８４５２０

ｔ値 一２
一．

７４５８１６ ．１９５１３２
一．

８４５３５７ ．４５８１２３
一．

５２０５６９

ｔ値一３ ２． ００８７１
一．

９７１２６５ ．９５２１６７ 一１ ．１８２６５ １． ４２２０７

Ａ－Ｒ２ ．０２１２１２ ．０２０４２５ ．０２７３９７ ．１５０３６１ ．２４４９９７

Ｆ値 ．０００６５ ．２２７０８ ．０１１２９ ．３００３１ ．４７１２６

資産減少額
ｔ値 一１ ．０３０８４５ ．３０９９０１ ．９８８２３３

一．
８３１６２８ ．０７８２２３

ｔ値 一２
一．

６５４６４０
一．

４９３１７４
一．

７８９５０８ １． ４８９０６ 一１ ．１９６４５

ｔ値 一３ 一１ ．７６０２７ ．１１３７２４ 一１ ．２５７４４
一．

６９４５４０
一．

１６５４７６Ｅ －０２

Ａ－Ｒ２ ．０２１２１２ ．０２０４２５ ．０２７３９７ ．１５０３６１ ．２４４９９７

Ｆ値 ．３０８２１ ．９２２２３ ．３２１９８ ．２４４６４ ．６６３８５

従業員数
ｔ値 一１ 一２ ．４９９９３ 一１ ．５９９２８ 一１ ．５６４１２ ．８０５７２２ ．５０７９６９

ｔ値 一２
一．

７２５６６３ １． ４８９７８
一．

９９４３３８
一．

０９４１２４
一．

７７９５６３

ｔ値 一３ ．０８５１８４ ．１１３６０８ ．３０８３７８
一．

０４９８９３ １． ００１７８

Ａ－Ｒ２ ．０２１２１２ ．０２０４２５ ．０２７３９７ ．１５０３６１ ．２４４９９７

Ｆ値 ．０５４６２ ．１６３４４ ．２６８５９ ．７７１６３ ．５８８９０

営業利益
ｔ値 一１ １． ７４９２８ ．６７６２３５ ．３４１８５９

一．
９２６７９６ ９． １４４１３

ｔ値 一２
一．

０２３９０２ ．２９１６７６ ．１９４４６５ ．６００７３４ ２． １８２８０

ｔ値 一３ 一１ ．７４２１７ ．４６９０７０
一．

８９３０６３
一．

０５９２０２ 一１ ．８３１８２

Ａ－Ｒ２ ．０２１２１２ ．０２０４２５ ．０２７３９７ ．１５０３６１ ．２４４９９７

Ｆ値 ．０７８２６ ．８５３０３ ．７９８６３ ．６６７２１ ．０００００

会社数（ＮＩ） ９８５ １１２ ７２ １Ｏ ３２

観察数（ＮＯＢ） １３９１４ １６５２ １０３７ １００ ４６５

表２－２Ｇｒａｎｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１１ｔｙによる因果関係分析　パネルテータ分析結果要約表

　　　　　　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

従属変数
資産増加額

業種 印刷 化学 石油 ゴム 窯業
独立変数

ＯＥＭ比率
ｔ値 一１ １． ６９９５２

一．
８１７６０９ ．１９５６１３ ．７０８６６７ 一１ ．７９８２８

ｔ値 一２ １． ２６６５５ ．０５７６８１
一．

１４１８１２ ．２８０５１７ ２． ３５０８４

ｔ値 一３ ．０２１６０７ １． ４８６７７ 一１ ．０５１６５ 一１ ．５５８９１ ２． ４３８９１

Ａ－Ｒ２ ．０４７９５８ ．０７８２０３
一．

１０１５４３ ．１８４９５８ ．７１９２２６Ｅ －０２

Ｆ値 ．２２８７４ ．３４７２８ ．７４０７５ ．２７４２１ ．００４１４

資産減少額
ｔ値一１ 一１ ．２９２７２ 一２ ．７０１１６

一．
５７７２７２

一．
６６７１９７

一．
４３８１６４

ｔ値一２ 一２ ．４０７３３ 一１ ．７０６５６
一．

９１２７５７ 一１ ．１８３３１ ２． １１２５３

ｔ値一３ 一２ ．３５１０２ 一１ ．０９７５６
一．

４３３７２２
一．

１３４７３１ 一１ ．４７７９０

Ａ－Ｒ２ ．０４７９５８ ．０７８２０３
一．

１０１５４３ ．１８４９５８ ．７１９２２６Ｅ －０２

Ｆ値 ．０２９１０ ．０２４１１ ．７７６２６ ．６５１９６ ．０２８８６

従業員数
ｔ値 一１ １． ３２９６４ １． ７６４５７ ．３６３２２３ ．２９４３０２ １． ２２４６４

ｔ値 一２ ．２５５８７５
一．

１３７２４４
一．

０８９３２２ ．２７０２４８ ．９４５８９８

ｔ値一３
一．

０６２８７８
一．

５８９８３９
一．

６０３２７５ 一１ ．６４３２４
一．

６７２９０２Ｅ－０２

Ａ－Ｒ２ ．０４７９５８ ．０７８２０３
一．

１０１５４３ ．１８４９５８ ．７１９２２６Ｅ －０２

Ｆ値 ．５５７８２ ．２９７６８ ．９０３１４ ．４００９５ ．４１７２１

営業利益
ｔ値 一１ 一１ ．６０２０９

一．
０６１３７６ ．７３７１５１ ６． ５７９６８ ．２３９５３７

ｔ値 一２ 一２ ．５１６４９ 一１ ．７８９３４ ．４５３７４９ ．０５６７１１
一．

５５４００３

ｔ値一３ ．１３５７５１ 一２ ．８６８４５ ．６４９４３４ 一１ ．９９６１６ ．４２７１５５

Ａ－Ｒ２ ．０４７９５８ ．０７８２０３
一．

１０１５４３ ．１８４９５８ ．７１９２２６Ｅ －０２

Ｆ値 ．０２５３４ ．００９１０ ．７９５８４ ．０００００ ．８９２２４

会社数（ＮＩ） ８ １５７ ９ ２０ ５６

観察数（ＮＯＢ） ８０ ２３８６ １４５ ２９４ ８２４

（９００）



産業（業種）別Ｏ　ＥＭメカニズム：パネルデータによる先決性の検定（伊藤 ・道明 ・井澤）

　　　　　　　表２－３

従属変数
資産増加額

Ｇｒａｎｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１１ｔｙによる因果関係分析　パネルテータ分析結果要約表

　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

４３

業種 鉄鋼 非鉄 金属 機械 電機
独立変数

ＯＥＭ比率
ｔ値 一１ １． ０９９０８ 一１ ．０２０５９ ．０５７９４４ ４． ９６７３０

一．
４８１２８１

ｔ値 一２ ．６９３８３８ 一２ ．４２８８５ ．９７８６１１ 一２ ．９７７６０
一．

２５８３４３

ｔ値 一３ 一１ ．２３０８８ 一１ ．４１５３７
一．

２４２５１２ ２． ５７７８０
一．

４７６０８９

Ａ－ Ｒ２ ．１０２７８６ ．２６１０７３ ．２２０４１１ ．１５１４６８ ．０７２０６２

Ｆ値 ．２６８８８ ．０２７０５ ．７６７４２ ．Ｏ００００ ．９１！５１

資産減少額
ｔ値 一１ 一２ ．４０８７８

一．
２３５５８３ １１ ．５９７６ ．３９６６４６ 一１ ．４８１４９

ｔ値 一２ 一１ ．８２０２８ ３． ４３４３９ ３． １４９０８ ．８３１５４３ ．６１４５１５

ｔ値 一３
一．

６５９２０２ ．４００３０２ ３． ６１８４６ １． ３２６１６ １． ４１４３１

Ａ－ Ｒ２ ．１０２７８６ ．２６１０７３ ．２２０４１１ ．１５１４６８ ．０７２０６２

Ｆ値 ．０２９３０ ．Ｏ０４１６ ．ＯＯＯＯＯ ．５０２４１ ．１２８９５

従業員数
ｔ値 一１

一．
２３８７４１ １． ９６３４３ １． ８６３７５ ．２５６８１３

一．
８０８５９５

ｔ値 一２ 一１ ．４４９０３ 一１ ．３８５２１ ．６４７４７３ ２． １５９７３
一．

９９４４７７

ｔ値 一３
一．

９９０７３５ 一１ ．０７５００ ．２２３５３２ 一１ ．１０３６８ 一２ ．０７４８３

Ａ－Ｒ２ ．１０２７８６ ．２６！０７３ ．２２０４１１ ．１５１４６８ ．０７２０６２

Ｆ値 ．３４７５３ ．０４９１０ ．２３２６７ ．０８６９６ ．０８９２４

営業利益
ｔ値 一１ ２． ８７７３６ ．７９４１５５ ．０２４４８６

一．
７６２７９１ １． ８９５１２

ｔ値 一２
一．

５３６９６１ ．２５６７７６ ．０３２４４３
一．

３７８０５４ ．５７９４０１

ｔ値 一３ ．１４９１８８ ．９７０７３７
一．

７４８５６９ 一１ ．６０６６４ １． ７９６２７

Ａ－Ｒ２ ．１０２７８６ ．２６１０７３ ．２２０４１１ ．１５１４６８ ．０７２０６２

Ｆ値 ．０２３２１ ．６７６８０ ．８８７３４ ．３５０２６ ．０６７９８

会杜数（ＮＩ） ３４ ３２ ４５ ！０４ １４２

観察数（ＮＯＢ） ５０９ ４５６ ５３２ １４４５ １９５０

表２－４ Ｇｒａｎｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１１ｔｙによる因果関係分析　ハネルテータ分析結果要約表

　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

従属変数
資産増加額

業種 輸送 精密 その他
独立変数

ＯＥＭ比率
ｔ値 一１ １． ７４４４８

一．
３８６７５５ ２． ２７７２０

ｔ値 一２
一．

２８３２８１ 一２ ．６８０１６ ．４２２０１３

ｔ値 一３ ．７２１４２２ １． ５３３３４
一．

２５４０７９

Ａ－ Ｒ２ ．１５１４５０ ．０６４９１６ ．０４１００７

Ｆ値 ．２７２６７ ．Ｏ０４９４ ．１０８０８

資産減少額
ｔ値 一１ ３． ５６７４６ 一２ ．０５６６４ 一１ ．０３６２０

ｔ値 一２ １． ２９０７９
一．

６１８７２１ 一１ ．５３０５５

ｔ値 一３ 一１ ．４９５４７
一．

３７０６７３ 一１ ．０５２３８

Ａ－Ｒ２ ．１５１４５０ ．０６４９１６ ．０４１００７

Ｆ値 ．ＯＯ０３８ ．１９３０７ ．２３３３０

従業員数
ｔ値 一１ 一１ ．０６３０５ 一１ ．３３９８５

一．
８９８６８０

ｔ値 一２ 一３ ．３１１６８ 一１ ．４９６５３
一．

１７５５２５

ｔ値 一３ 一１ ．３９２０３
一．

９２６６６１
一．

７０１２２８

Ａ－Ｒ２ ．１５１４５０ ．０６４９１６ ．０４１００７

Ｆ値 ．０００８５ ．１７５５６ ．６９２８４

営業利益
ｔ値 一１ ．６３３９９２ ．３３０３６４ ．７０９５１０

ｔ値 一２ ．５６１４９１
一．

０７９７４０ １． ０８６３３

ｔ値 一３ ．１０８５２１ ．１５２０３６ ．０２５８０４

Ａ－ Ｒ２ ．１５１４５０ ．０６４９１６ ．０４１００７

Ｆ値 ．８６６１４ ．９８５００ ．６０２２１

会社数（ＮＩ） ５９ ２９ ６４

観察数（ＮＯＢ） ８３３ ４０２ ８０４

（９０１）



４４ 立命館経済学（第５０巻 ・第６号）

表３－１ Ｇｍｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１１ｔｙによる因果関係分析　パネルデータ分析結果要約表

　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析緒果

従属変数
資産滅少額

業種 全社 食品
独立変数

繊維 木材 紙パ

ＯＥＭ比率

ｔ値一１ ３． ３７２１０ ．７９１７８４ 一１ ．３０１６８ １． ７２９９１ ．１９８６４９

ｔ値 一２ ．８０３１４０ ．５４７３０２ ．０８４２５３ 一１ ．１９２７７ 一１ ．３６６７１

ｔ値 一３ ．７４０１３８
一．

８２６６１０
一．

６９０８６４
一．

８４９７７５
一．

５５７８３１

Ａ－Ｒ２ ．０４３９７２ ．０４５３９０ ．０４７９８４ ．１７１１１９ ．０１７１６４

Ｆ値 ．００５０９ ．６２５７１ ．４１４９３ ．１２１８５ ．４９６５２

資産増加額
ｔ値 一１ ７． ４３７９０ ３． ５９４０５ ２． ９１９０１ 一１ ．６７８８４

一．
８５０９３９

ｔ値 一２ １． ２３７３２ １． ２３１６７ ．５８７６９０
一．

６９８７８０
一．

０１７３５２

ｔ値 一３ 一１ ．０６１９８
一．

３７９３６０ 一１ ．０５７７２
一．

２２７１６７ 一１ ．６３２０１

Ａ－Ｒ２ ．０４３９７２ ．０４５３９０ ．０４７９８４ ．１７１１１９ ．０１７１６４

Ｆ値 ．０００００ ．００２０１ ．０１１６３ ．３３６２０ ．２６８６５

従業員数
ｔ値 一１ ．４７４９７７ 一３ ．５００６８

一．
９５８５９６ １． １５３７２ ．１９５３８７

ｔ値 一２ ．１４９４６２ ．５３５３９３ ．１９０９１０ 一１ ．３２９３２ ．０５４９７９

ｔ値一３ ．１８５９０４ 一１ ．１３７１０ １． ３８６３１ ．５９４３６９ １． ２０７５４

Ａ－Ｒ２ ．０４３９７２ ．０４５３９０ ．０４７９８４ ．１７１１１９ ．０１７１６４

Ｆ値 ．９５４１３ ．００２７３ ．３８９５４ ．２７６２５ ．６６１１６

営業利益
ｔ値 一１ ．５０８８４０

一．
２４６７９９ ．８９１４３２

一．
４６２７０８ ．９８０４６６

ｔ値 一２ ．８２７９２７ ．６８６００７ ２． ６００６７
一．

１６２３７５ ．５２２４８５

ｔ値 一３
一．

５９６５５４ ．０５１７６８
一．

２４５５３７ 一２ ．３６８８５
一．

１６９５０６

Ａ－Ｒ２ ．０４３９７２ ．０４５３９０ ．０４７９８４ ．１７１１１９ ．０１７１６４

Ｆ値 ．７０８８２ ．９００６０ ．０４１７９ ．０８４３７ ．７１９４０

会杜数（ＮＩ） ９８５ １１２ ７２ １０ ３２

観察数（ＮＯＢ） １３９１４ １６５２ １０３７ １００ ４６５

表３－２Ｇｒａｎｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１１ｔｙによる因果関係分析　パネルテータ分析結果要約表

　　　　　　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

従属変数
資産減少額

業種 印刷 化学 石油 ゴム
独立変数

窯業

０ＥＭ比率
ｔ値一１ 一１ ．９３３３９ 一１ ．３５９７０ ３． ０８７８７

一．
５３３１９１ 一１ ．７８１７３

ｔ値一２
一．

０６３９５２ １． ４５５５１ ２． ００５６９ ．４６４３１４ 一２ ．００７８７

ｔ値一３ 一２ ．５６６４６ ３． ５４１１７ ２． １３９６２ 一１ ．８６９５２ 一２ ．３５５７０

Ａ－Ｒ２ ．８００６４２ ．０９３２３２ ．９５８７４２ ．０４６８４７ ．１０６４４９

Ｆ値 ．０１６７１ ．０００４９ ．Ｏ０１９０ ．２８２６３ ．０１２４４

資産増加額
ｔ値 一１ 一１ ．１９５９５ ３． １６２３１ ４６ ．８４４４ １． ８９４１２ １． ４４０５７

ｔ値一２ 一３ ．１９７４４
一．

５３２１０４ ４． ８９７７７ ．７６８０８９ ４． ０００７１

ｔ値 一３ ．１８５８３１ ．５９５９４０ 一１ ．２７１２０
一．

２８９０３０
一．

４４６７１０

Ａ－Ｒ２ ．８００６４２ ．０９３２３２ ．９５８７４２ ．０４６８４７ ．１０６４４９

Ｆ値 ．００７５７ ．００４９１ ．０００００ ．２３９５３ ．０００３７

従業員数
ｔ値 一１

一．
５４２００８ ２． ５１１５３

一．
８５９９１７ 一２ ．５５７９７

一．
６２３２７５

ｔ値 一２
一．

３３４６０９ ．０５１２９０ １． ７３０４８ １． ０６６６５ 一３ ．１６１３２

ｔ値 一３ 一２ ．７９０４１
一．

８２０１８２ １． ０２３６９ 一１ ．３９４４７ ２． ３０９５５

Ａ－Ｒ２ ．８００６４２ ．０９３２３２ ．９５８７４２ ．０４６８４７ ．１０６４４９

Ｆ値 ．０２７６４ ．０５７４１ ．１９５８５ ．０１８６２ ．００！５６

営業利益
ｔ値 一１ １． ３４８４９ ．２４６２６０ 一２ ．８０５２８ 一１ ．６２１６９ ．７７４４２５

ｔ値 一２ ２． ２０１１５
一．

７１４２６８ 一１ ．４８４６４ ２． ３９１０８ ．２６９４６５

ｔ値 一３
一．

５４０２４１ 一１ ．１２９８０ ２． ３５４５１ 一１ ．４６６２３ １． ４５１１０

Ａ－Ｒ２ ．８００６４２ ．０９３２３２ ．９５８７４２ ．０４６８４７ ．１０６４４９

Ｆ値 ．０７０２８ ．６１５４６ ．０００９０ ．０１００６ ．４１５２０

会社数（ＮＩ） ８ １５７ ９ ２０ ５６

観察数（ＮＯＢ） ８０ ２３８６ １４５ ２９４ ８２４

（９０２）



産業（業種）別Ｏ　ＥＭメカニズム ：パネルデータによる先決性の検定（伊藤 ・道明 ・井澤）

　　　　　　　表３－３

従属変数
資産減少額

Ｇｒａｎｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１ｉｔｙによる因果関係分析　パネルデータ分析結果要約表
　　　　　　　１９８０年一１９９８年　製造業業種別分析結果

４５

業種 鉄鋼 非鉄 金属 機械 電機
独立変数

ＯＥＭ比率
ｔ値 一１ １． ４００５９ ．４５３９９９

一．
９９４１７８ １． ０３７７５ ６． ２３５６４

ｔ値 一２ ．３３６４１６ 一１ ．６６３２０ ．７７５９０６ ３． ０９６５３ １． １３８７６

ｔ値 一３ ．１８５１４
一．

６０８９２７
一． ３５００９０

一．
０９０８０２ ２． ０３５６２

Ａ－Ｒ２ ．７３３９７５Ｅ －０２ ．０７９２９７ ．０６６２２１ ．０８２２８０ ．０５７９３２

Ｆ値 ．５２４２０ ．３１０３９ ．５８１１２ ．０１０６８ ．ＯＯＯＯＯ

資産増加額
ｔ値 一１ ２． ５９０９０ 一２ ．７４１５８ ７． １４３８０ １． ９６７４３

一．
０７４８０５

ｔ値 一２ ．６６８２６８ 一２ ．２３２７７ ．５０７６７６ ．６８７５！３
一．

０８９５２６

ｔ値 一３ 一１ ．０５２９５ 一２ ．０４６８１
一．

１８６５９０
一．

７３６９９８ ．３２９３５６

Ａ－Ｒ２ ．７３３９７５Ｅ －０２ ．０７９２９７ ．０６６２２１ ．０８２２８０ ．０５７９３２

Ｆ値 ．０２１０２ ．００７２３ ．ＯＯ０００ ．１８０７０ ．９８２２４

従業員数
ｔ値 一１ ．４４０４０１ １． ７８０５３ 一３ ．０６２０５ 一２ ．８５２０８ １． ６４４０２

ｔ値 一２ ．６１５９８１
一．

５５０３８６ ．３３１０１０ ．１１７５７７ ．８９１５８５

ｔ値 一３ ．７８９４２８ ．４１２８０７ ．８１６９７８
一．

５２００９２
一．

６１７６９３

Ａ－Ｒ２ ．７３３９７５Ｅ －０２ ．０７９２９７ ．０６６２２１ ．０８２２８０ ．０５７９３２

Ｆ値 ．７５５４６ ．２７４９９ ．０１１８７ ．０３０５６ ．２０４８５

営業利益
ｔ値 一１ １． ４１１２０ ．０８５８３５ ．３０９９５０

一．
３３９１３７

一．
６９９１７５

ｔ値 一２
一．

８７３３０５Ｅ －０２ １． １５３８３ ．３１７４１９
一．

３３０５７８
一．

３９３８０４

ｔ値 一３
一．

７７１９２０ １． １１５３３ 一！ ．８０４５２
一．

０２２６９４ 一１ ．０１７６７

Ａ－Ｒ２ ．７３３９７５Ｅ －０２ ．０７９２９７ ．０６６２２１ ．０８２２８０ ．０５７９３２

Ｆ値 ．４５９８８ ．４４３８０ ．２５３４２ ．９６８４８ ．６５６５４

会社数（ＮＩ） ３４ ３２ ４５ １０４ １４２

観察数（ＮＯＢ） ５０９ ４５６ ５３２ １４４５ １９５０

表３－４ Ｇｒａｎｇｅ． Ｃａｕｓａ１ｉｔｙによる因果関係分析　パネルデータ分析結果要約表
　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

従属変数
資産減少額

業種 輸送 精密 その他
独立変数

ＯＥＭ比率
ｔ値 一１ １． ７８３４７

一．
１４２４６８ ２． ０９３４０

ｔ値 一２
一．

７３５８５３ 一１ ．２９７８２
一．

５０３６７６

ｔ値 一３ ！． ４９３４０ １． ４６９３１ 一１ ．０２８３３

Ａ－Ｒ２ ．０２９４３０ ．１９７４４４Ｅ －０２ ．０７２３２０

Ｆ値 ．０９０３６ ．１４６１８ ．１０４５１

資産増加額
ｔ値 一１ 一１ ．１４７８２ ２． １２４７６ ．０５１２１９

ｔ値 一２
一．

８８０２４５
一．

０７３９６５ ！． ５２７０４

ｔ値 一３ ．１８９００３ ．０９６５３５
一．

２７７７３１

Ａ－Ｒ２ ．０２９４３０ ．１９７４４４Ｅ －０２ ．０７２３２０

Ｆ値 ．５５７５２ ．１６８０５ ．４３７２５

従業員数
ｔ値 一１

一．
９２５８６４

一．
６８９３０５ 一１ ．１７７３８

ｔ値 一２ 一３ ．５１４３１
一．

９５２０１１
一．

６６４４１１

ｔ値 一３ ．０８３８２３ ．１４８３２２ ．３５１５４１

Ａ－Ｒ２ ．０２９４３０ ．１９７４４４Ｅ －０２ ．０７２３２０

Ｆ値 ．Ｏ０１８６ ．６８０２８ ．５１０１７

営業利益
ｔ値 一１ ．１３７３６２ ．１３５４２２ ．４１３６３０

ｔ値 一２
一．

０７３０１６
一．

０１９４５３ ．７５３９６５

ｔ値 一３ ．２６９７４３ ．２７６２０７
一．

５５４１４８

Ａ－Ｒ２ ．０２９４３０ ．１９７４４４Ｅ －０２ ．０７２３２０

Ｆ値 ．９８６２８ ．９９１７４

会社数（ＮＩ） ５９ ２９

７６２９

ト■
観察数（ＮＯＢ） ８３３ ４０２ ８０４

（９０３）



４６

表４－１

立命館経済学（第５０巻 ・第６号）

Ｇ．ａｎｇ。。 Ｃ．ｕ。。１１ｔｙによる因果関係分析　パネルデータ分析結果要約表

　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

従属変数
従業員数

業種 全社 食品 繊維 木材 紙パ
独立変数

ＯＥＭ比率
ｔ値 一１ ７． ５２１２２

一．
９４６７７８ ．１５００１５

一．
９７１５４２

一．
１８６７４８

ｔ値 一２ 一１ ．１９７０１
一．

４８０８６０ 一４ ．７３８２８ ２． ０７３７２ ．８０２２３０

ｔ値 一３ 一１ ．５１３０４ １． １２００９ 一１ ．１０９０９ 一１ ．３０７１０ 一１ ．６６０２９

Ａ－Ｒ２ ．１１１８４８ ．１０４７８０ ．０８５１０５ ．５９２５９３ ．０１２４３５

Ｆ値 ．０００００ ．４５７７７ ．００００１ ．０２０２５ ．２９０１８

資産増加額
ｔ値 一１ ２． １６４９４ 一２ ．１１６３０ ．３２５９２３ １． ４７８５７ ．８１７９９７

ｔ値 一２
一．

０４２２１５ 一２ ．２１１１９ ．４７９０３６ 一１ ．４３６８５ １． ６４５８７

ｔ値 一３ ４． ４１５１１
一．

１１１８４４ ３． ９１０２３ 一１ ．２７１２４ １． ９２３９８

Ａ－Ｒ２ ．１１１８４８ ．１０４７８０ ．０８５１０５ ．５９２５９３ ．０１２４３５

Ｆ値 ．００００２ ．０２９４１ ．００１０９ ．０５２７５ ．１２１７５

資産減少額
ｔ値一１ １． １７３９５ １． ３６０１５

一．
８７９００２ ．６７３７３９

一．
４８３１１４

ｔ値一２ ５． ３３４７２ １． ９２７５４ １． ０４８８５ ８． ２７６０２ ．２０７７８５

ｔ値一３ ．０３６４５２
一．

５６９７６３ ．２９５５５７ ．９４１２５６ ．１２９５９２

Ａ－Ｒ２ ．１１１８４８ ．１０４７８０ ．０８５１０５ ．５９２５９３ ．０１２４３５

Ｆ値 ．０００００ ．１１１５８ ．５１７５８ ．０００００ ．９５２０２

営業利益
ｔ値 一１ １． ５８６２１ ２． ６１２２０

一．
１２９５６７ 一１ ．０３７１３ ．３５６０６８

ｔ値 一２ ．３６６１７１ ．９２６１３８
一．

４９８６１０
一．

５９５４３７ ．４８３１４４

ｔ値 一３
一．

４４２６８７ １． １２２５７ ．１０２１４３ １． １０６３６
一．

３０４７３５

Ａ－Ｒ２ ．１１１８４８ ．１０４７８０ ．０８５１０５ ．５９２５９３ ．０１２４３５

Ｆ値 ．３８６１８ ．０２５２３ ．９５５５７ ．３９６３５ ．９１８３１

会社数（ＮＩ） ９８５ １１２ ７２ １０ ３２

観察数（ＮＯＢ） １３９１４ １６５２ １０３７ １００ ４６５

表４－２Ｇｒａｎｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１１ｔｙによる因果関係分析　パネルテータ分析結果要約表

　　　　　　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

従属変数
従業員数

業種 印刷 化学 石油 ゴム 窯業
独立変数

ＯＥＭ比率
ｔ値 一１

一．
８８８１１５

一．
７０８１６０ ４． １３３５４ １． ５２５６７ １． ６２０１４

ｔ値 一２ ．６９０８２５ 一２ ．６４１４９ ．９６０１８６ ．７５４４１２
一．

７００１３１

ｔ値 一３ 一１ ．００５８６
一．

７２４０５０ ．１１３１５５ 一２ ．１４４３４ １． ６０７７２

Ａ－Ｒ２ ．２６７０１２ ．０７９７２６ ．３０１３９１ ．１６８２４４ ．０５１９４２

Ｆ値 ．３３７００ ．０３３２２ ．Ｏ００６６ ．０１９９７ ．０２３２５

資産増加額
ｔ値 一１

一．
８５７５７０ 一１ ．４３４８４ ２． ６４２２１ 一２ ．６６７２３

一．
１１４３７４

ｔ値 一２
一．

５６８４０２ 一１ ．４５８１４ ．９０６０６１ 一１ ．９３４２６ 一１ ．１８７１２

ｔ値一３ ．３５９９８６ 一１ ．５１６６０ １． １８２４２ ２． ３９２０１ 一１ ．３０６４７

Ａ－Ｒ２ ．２６７０１２ ．０７９７２６ ．３０１３９１ ．１６８２４４ ．０５１９４２

Ｆ値 ．６９５７４ ．１８１５０ ．０２１４６ ．０００８７ ．４０６８２

資産減少額
ｔ値 一１ １． ７０２５９

一．
２７５５０９

一．
５２７５０２

一．
２１３１８５

一．
３５６５７０

ｔ値 一２ １． ４９８０６
一．

７１７０９２
一．

９４１８４８ ．７２２７４９ １． １６８６８

ｔ値一３ ．４６１８３１
一．

９７３６６６ ．７９３４１６ 一１ ．９１８４２ １． ８６９６６

Ａ－Ｒ２ ．２６７０１２ ．０７９７２６ ．３０１３９１ ．１６８２４４ ．０５１９４２

Ｆ値 ．３１４９２ ．７３９１９ ．５５９４２ ．１９１０１ ．１５７７４

営業利益
ｔ値 一１ １． ７８９８１

一．
０３７０７１ ５． ８６７０８ １． １８０５９

一．
４２２６０８

ｔ値 一２ 一２ ．５５３３２
一．

６３６９１６ ２． ５０７３５ 一１ ．２２９４３ ．２２２６１２

ｔ値 一３ 一１ ．３２２６５ 一１ ．４６６８３ ３． ７３０７２ 一１ ．８２７８５ ．５７８０４０

Ａ－Ｒ２ ．２６７０１２ ．０７９７２６ ．３０１３９１ ．１６８２４４ ．０５１９４２

Ｆ値 ．０１２０３ ．４５５４９ ．０００００ ．０６３９１ ．８８９４０

会杜数（ＮＩ） ８ １５７ ９ ２０ ５６

観察数（ＮＯＢ） ８０ ２３８６ １４５ ２９４ ８２４

（９０４）



産業（業種）別Ｏ　ＥＭメカニズム ：パネルデータによる先決性の検定（伊藤 ・道明 ・井澤）

　　　　　　　表４－３

従属変数
従業員数

Ｇｒａｎｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１ｉｔｙによる因果関係分析　パネルデータ分析結果要約表
　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

４７

業種 鉄鋼 非鉄 金属 機械 電機
独立変数

ＯＥＭ比率
ｔ値 一１ ．９１４７８９

一．
１９７９２２ ．７６３６１５ ８． ６１４００ １． ４４５１１

ｔ値 一２ ．２９７６３１
一．

！２８７７９ １． １８０８９ ３． ６０３８６ 一１ ．３４９２７

ｔ値 一３ １． ３５２０７ ．２９０９５１ ．４５５０２１ 一２ ．５６３７９
一．

２７５４３１

Ａ－Ｒ２ ．１７７７４６ ．１６２４４９ ．１１２８３１ ．２４９５２４ ．１８６９７８

Ｆ値 ．４５２１０ ．９８４９７ ．５０７３８ ．ＯＯＯＯＯ ．２２６９２

資産増加額
ｔ値 一１ ３． ２６４４１ ２． ３３９８８

一．
３７！８０５ ５． ７８４６７ １． ４４５１７

ｔ値 一２ ３． ０６５２３ １． ６９７２１ 一１ ．８９０２６ １． ４６０５４ 一１ ．２０８３０

ｔ値 一３ ．０４９９８８
一．

５５５７５５
一．

１５５４８７
一．

１９２５３６ ．６４８３３４

Ａ－Ｒ２ ．１７７７４６ ．１６２４４９ ．１１２８３１ ．２４９５２４ ．１８６９７８

Ｆ値 ．０００６３ ．０２７４８ ．２６４１２ ．０００００ ．１７６３０

資産減少額
ｔ値 一１

一．
９６６４３２ ．２４７９２５ ３． ８７８０２ 一１ ．０５８１７ １． ０２７７２

ｔ値 一２
一．

４１９６７８ ．４２１０５２ ３． ２７７２４ １． ０８１７４ １． ６６３７３

ｔ値 一３
一．

８６９０６３ ．９８３８２２ ．３４０９３０
一．

１１９１６３ ．３４３８４７

Ａ－Ｒ２ ．１７７７４６ ．１６２４４９ ．１１２８３１ ．２４９５２４ ．１８６９７８

Ｆ値 ．６２２０７ ．７６７３４ ．００００４ ．３８５０５ ．３１３０４

営業利益
ｔ値 一１

一．
１５６６９７ ．５３３２０４ ２． １３４６６ ．７６２６７７ １． ４８２３７

ｔ値 一２ 一１ ．２４８５７ １． ０３８０４ １． ５３２１９ １． ０４９３４ ．４０２７６６

ｔ値 一３
一．

０１３２８３
一．

５９４２２２
一．

１６０６０１
一．

７４８９３６ ．０１９８８８

Ａ－Ｒ２ ．１７７７４６ ．１６２４４９ ．１１２８３１ ．２４９５２４ ．１８６９７８

Ｆ値 ．６４０５８ ．５７１３７ ．０７６９５ ．４７７７４ ．５０１７１

会社数（ＮＩ） ３４ ３２ ４５ １０４ １４２

観察数（ＮＯＢ） ５０９ ４５６ ５３２ １４４５ １９５０

表４－４ Ｇｒａｎｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１１ｔｙによる因果関係分析　パネルテータ分析結果要約表

　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

従属変数
従業員数

業種 輸送 精密 その他
独立変数

ＯＥＭ比率
ｔ値 一１ １． ６５２５１ １． ６９８２９ １． １２２９７

ｔ値 一２ １． ０８３５２
一．

４７８９８０ ．３００４２０

ｔ値 一３ ．６０７５３５ ．２９９９９９
一．

５６００３９

Ａ－Ｒ２ ．１６７３７０ ．０７２８４０ ．２４８１９０

Ｆ値 ．２２８８４ ．３１１０６ ．６０５８０

資産増加額
ｔ値 一１ ．５５２４５３ ．９９９６５６ １． ５５７６０

ｔ値 一２
一．

１１００５８ １． ６０８６３ ．４７９１１４

ｔ値 一３ ．２８９５９０ ．０３５６９６ １． ４３２０６

Ａ－Ｒ２ ．１６７３７０ ．０７２８４０ ．２４８１９０

Ｆ値 ．９１４８７ ．３１６３９ ．１９２６７

資産減少額
ｔ値 一１

一．
６３３２！３ 一１ ．５２８８３ 一１ ．５８１２４

ｔ値 一２ 一１ ．１０１９８ 一１ ．３８１４９
一．

１９２８５７

ｔ値 一３
一．

８１９１７６
一．

１４１７７１
一．

３９９３６４

Ａ－Ｒ２ ．１６７３７０ ．０７２８４０ ．２４８１９０

Ｆ値 ．６１４２１ ．２６１５８ ．４１２２５

営業利益
ｔ値 一１ ．７０６４４７ ．２２４０７９ ２． １７２２２

ｔ値 一２ ．５５２１８４ ．４２６７４８ ．３０７０５３

ｔ値 一３ ．２９６８８９
一．

７２９５６５ ３． ６８３１６

Ａ－Ｒ２ ．１６７３７０ ．０７２８４０ ．２４８１９０

Ｆ値 ．８３４３８ ．８２９０４ ．０００４１

会社数（ＮＩ） ５９ ２９ ６４

観察数（ＮＯＢ） ８３３ ４０２ ８０４

（９０５）



４８ 立命館経済学（第５０巻 ・第６号）

表５－１Ｇｒａｎｇｅｒ Ｃａｕｓａ１１ｔｙによる因果関係分析パネルテータ分析緒果要約表

　　　　　　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

従属変数
営業利益

業種 全社 食品 繊維 木材 紙パ
独立変数

ＯＥＭ比率
ｔ値 一１ ．２３３９１４ ．２８７５５７

一．
３８４７１９ ．６３４１６６ ．０３８８３６

ｔ値 一２ ．８７４６３１
一．

０７２２３８ １． ０２７３７
一．

８９０５４６
一．

０６８４５９

ｔ値 一３
一．

３２０９３６ ．３８９３０４
一．

２９５４３３
一．

０６８６７４
一．

４０４６００

Ａ－Ｒ２ ．０２２５７７ ．３８０４７１Ｅ －０３
一．

９２９４２１Ｅ －０２ ．２５４５６３
一．

７３４９４１Ｅ－０２

Ｆ値 ．７９７４９ ．９６３５０ ．５７５５８ ．６５４７１ ．９７９７０

資産増加額
ｔ値 一１ ．８１５８２６ ．３３１１９９ ．５１２９７４

一．
１１８９２０ 一１ ．３０７５３

ｔ値 一２ ．４１３０２３ ．２８０５０５ ．２７００３０
一．

０５９３３６ １． ２３２１３

ｔ値 一３ ２． ６５８２１ ．４３０９５３ ．８２９０９１ 一１ ．１６０３３ 一１ ．５８１７７

Ａ－Ｒ２ ．０２２５７７ ．３８０４７１Ｅ －０３
一．

９２９４２１Ｅ －０２ ．２５４５６３
一．

７３４９４１Ｅ －０２

Ｆ値 ．０４３６８ ．９４８４２ ．８０７１４ ．６１９５３ ．０３２２６

資産減少額
ｔ値 一１

一．
４４３９０４ 一１ ．０６３６９

一．
２４８７３０ 一１ ．０７００３ ．０６５０１２

ｔ値 一２ １． １３８４６ ．１００８５６ ．３０４７３９ ．７４４７４９ ．５５７７７３

ｔ値 一３ ．３００２４１
一．

６０７２４６ ．３００４８１
一．

５５３９３３
一．

８９９１３９

Ａ－Ｒ２ ．０２２５７７ ．３８０４７１Ｅ －０３
一．

９２９４２１Ｅ －０２ ．２５４５６３
一．

７３４９４１Ｅ －０２

Ｆ値 ．６１４５０ ．６２８４５ ．９６０７６ ．４５１８７ ．７２７５０

従業員数
ｔ値 一１ 一２ ．４１５３０ 一１ ．７１４５４ 一１ ．７３８６９ ２． １０４５５ ．４４２０８７

ｔ値 一２
一．

２０５７０３
一．

３３６７０７
一．

２３６７３５
一．

４４２９６７ 一１ ．１５４６９

ｔ値 一３ １． ０８０２４ ．４３１３７５
一．

２８１７４２ ２． ０２５５４ ．５０６９６６

Ａ－Ｒ２ ．０２２５７７ ．３８０４７１Ｅ －０３
一．

９２９４２１Ｅ －０２ ．２５４５６３
一．

７３４９４１Ｅ －０２

Ｆ値 ．０４６９８ ．３０８１７ ．３２０４０ ．０８７５９ ．６０１６３

会社数（ＮＩ） ９８５ １１２ ７２ １０ ３２

観察数（ＮＯＢ） １３９１４ １６５２ １０３７ １００ ４６５

表５－２Ｇｒａｎｇｅｒ Ｃａｕｓａ１１ｔｙによる因果関係分析パネルテータ分析結果要約表

　　　　　　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

従属変数
営業利益

業種 印刷 化学 石油 ゴム 窯業
独立変数

ＯＥＭ比率
ｔ値 一１ 一３ ．６３７８２ ２． １４７６９ １． ５１８７９

一．
０４４４５７ ．１３９３８０

ｔ値 一２
一．

２９９２４３
一．

５０４４１７ １． ７６１６８
一．

０２０６８３
一．

１３０００３

ｔ値 一３ 一１ ．６０１３３ ．２１０８２５Ｅ －０２ ．６５２６５９
一．

３９０２８１
一．

１９２４４６

Ａ－Ｒ２ ．６２６９３７ ．２０４００２ ．１３７１８３
一．

０５９２６９
一．

０１４８５７

Ｆ値 ．００１７３ ．１６１１２ ．１７８１０ ．９８２０２ ．９９１１３

資産増加額
ｔ値一１ 一３ ．０２９０１ ．８１３５８２ １． １１４２２ ．５６７３１５

一．
７４４１４３

ｔ値 一２
一．

２８２９０５ １． ２４３２３
一．

８６８５９２ 一１ ．４９９３７ ．１８８２５４

ｔ値 一３ ．４７３９２９ ２１ ．７８１６
一．

３９８６４５ ．７４４９５３
一．

２７０３６５

Ａ－Ｒ２ ．６２６９３７ ．２０４００２ ．１３７１８３
一．

０５９２６９
一．

０１４８５７

Ｆ値 ．０１１８１ ．０００００ ．５６１９０ ．２８５２０ ．８４８２８

資産減少額
ｔ値一１ ．７２９６２２ ．５３７９４７ １． ３６３９２ ．６６３１１９

一．
７９６９１５

ｔ値一２
一．

２３９８２５ ４． ２１１３５ ．５８４１１０ １． ６０９９１
一．

５２００６４

ｔ値一３ ．２１７１０２ 一５ ．６３５８７ ．８３１３１１
一．

１８８９９１ ．４９７４９６

Ａ－Ｒ２ ．６２６９３７ ．２０４００２ ．１３７１８３
一．

０５９２６９
一．

０１４８５７

Ｆ値 ．５４５０６ ．０００００ ．４８７３２ ．４０５９４ ．７７０９０

従業員数
ｔ値 一１ ３． ３９３８６

一．
３９３３８８ ．５４７６７４

一．
６６１３３８ ．０６４２５９

ｔ値 一２ 一１ ．１１２８０ 一１ ．１３３４８ ．９６０４７５ ．７３２４８２
一．

１６１７１１

ｔ値一３ １． ８５３４０ 一３ ．１１１９１ ．７７９３６９ 一１ ．３７８９７ ．６０５７４７

Ａ－Ｒ２ ．６２６９３７ ．２０４００２ ．１３７１８３
一．

０５９２６９ 一．
０１４８５７

Ｆ値 ．０００４１ ．０１０７９ ．６８３７２ ．４１８９５ ．９３２０１

会社数（ＮＩ） ８ １５７ ９ ２０ ５６

観察数（ＮＯＢ） ８０ ２３８６ １４５ ２９４ ８２４

（９０６）
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　　表５－３Ｇｒａｎｇｅｒ Ｃａｕｓａ１ｉｔｙによる因果関係分析パネルデータ分析結果要約表
　　　　　　　　　　　　　　　１９８０年～１９９８年　製造業業種別分析結果

４９

従属変数
営業利益

業種 鉄鋼 非鉄
独立変数

金属 機械 電機

ＯＥＭ比率
ｔ値 一１

一．
３５８３６０ ．１３０８２８

一．
４４９３３３

一．
５８９４６４ ．３７２８２１

ｔ値 一２
一．

０６６３３７ ．３５０２４８ １． １２０１７ ．６３５０４８
一．

９７１４１４

ｔ値 一３ ．１２７３３９
一．

０５２４９５ ．８７４８８１ ．６９６２６６ １． ２４４５１

Ａ－Ｒ２
一．

０４０８０２
一．

０１３２８５ ．１３４２６６ ．３７５４６１Ｅ －０２ ．３５２９１８

Ｆ値 ．９８０７５ ．９８４９１ ．５０３４１ ．６９４３４ ．４０７５７

資産増加額
ｔ値 一１

一．
３９１８０３ 一１ ．２４５４３ ．２４３２６１ １． ３５３１０

一．
２６７６６３

ｔ値 一２
一．

７２１５３０
一．

３４３２０４
一．

５３８３９８ ．３６８５７０ ．６４３８４２

ｔ値 一３
一．

３７０６３５ 一２ ．００７９８ ．９６１９０８
一．

１１４０８０
一．

９０７１５６

Ａ－ Ｒ２
一．

０４０８０２
一．

０１３２８５ ．１３４２６６ ．３７５４６！Ｅ －０２ ．３５２９１８

Ｆ値 ．８９２５７ ．１４２９８ ．６２８１１ ．５７７５８

資産減少額

６９２３５

一
ｔ値 一１ ．１４９９５４ ．２５９４２９

一．
２５２３３６ 一１ ．２４２００

一．
５６３８７６

ｔ値 一２ ．０３８２１２
一．

４９５２８７
一．

３０６６３６
一．

８９５６８７ ．４１８０４５

ｔ値 一３
一．

０１３３８７ ．２９！４７５ 一！ ．３１２３９
一．

０７２９３６ ．５９２５７８

Ａ－ Ｒ２
一．

０４０８０２
一．

０１３２８５ ．１３４２６６ ．３７５４６１Ｅ －０２ ．３５２９１８

Ｆ値 ．９９８９３ ．９０９２４ ．５９４０１ ．５３７６２ ．７９８４８

従業員数
ｔ値 一１

一．
６２４２０３ ．７６３３２１ ．９５２０６０

一．
４７３０１０ ．８９００２８

ｔ値 一２
一．

４９６１７４ ．１６７８３３
一．

４５４５５０ ．０１０３５２
一．

８２１３４６Ｅ －０２

ｔ値 一３
一．

１６３２５８ １． ２８７２６ ２． ０５５３９ 一１ ．１１６６６ 、９５５４７０

Ａ－Ｒ２
一．

０４０８０２
一．

０１３２８５ ．１３４２６６ ．３７５４６１Ｅ －０２ ．３５２９１８

Ｆ値 ．８７１５５ ．５２０９１ ．１１２２８ ．６８２７３ ．６４６８７

会社数（ＮＩ） ３４ ３２ ４５ １０４ １４２

観察数（ＮＯＢ） ５０９ ４５６ ５３２ １４４５ １９５０

表５－４ Ｇｒａｎｇｅｒ　Ｃａｕｓａ１ｉｔｙによる因果関係分析　パネルデータ分析結果要約表
　　　　　　　１９８０年 ～１９９８年　製造業業種別分析結果

１む」

従属変数
営業利益

業種 輸送 精密 その他
独立変数

ＯＥＭ比率

ｔ値 一１ １． ７１１８９
一．

６２８４３３ 一１ ．０８２９４

ｔ値 一２ ．０６７７３８ ．０９９１９４
一．

３２４６９６

ｔ値 一３
一．

１８１７６１
一．

８７５６７５ 一３ ．０７７１４

Ａ－Ｒ２ ．６２８３９０Ｅ －０２
一．

０４３５２７
一．

０１１３５５

Ｆ値 ．３５８５９ ．７６５０２ ．００８６９

資産増加額
ｔ値 一１

一．
１７９５３６ ．８４７９０３ ．２４６３５９

ｔ値 一２
一．

３０５８０８ ．５２９６０２ 一１ ．４２１０２

ｔ値 一３
一．

５７１０８８ ．３５３２３８ １． ６１９１５

Ａ－ Ｒ２ ．６２８３９０Ｅ －０２
一．

０４３５２７
一．

０１１３５５

Ｆ値 ．９４１１１ ．８０３３７ ．１２９９９

資産減少額
ｔ値 一１

一．
０５７９６２

一．
５７２７９９ ．１１００１７

ｔ値 一２ ．３４１１２２
一．

５１６５１５ １． ４４５５４

ｔ値 一３ ．５７０２５８
一．

２７２７０９ 一１ ．１９４２５

．６２８３９０Ｅ －０２
一．

０４３５２７
一．

０１１３５５

．９２７８０ ．８９５７８ ．２４８３！

ｔ値 一１ 一１ ．４２４０５ ’１ ．０５６１１ １． ！２４７５

ｔ値 一２ ．２９６０１６
一．

３４０９９８ ．３５４２６７

ｔ値 一３ ．８０２５６８
一．

２０１８９２
一．

４０２８９４

Ａ－ Ｒ２ ．６２８３９０Ｅ －０２
一．

０４３５２７
一．

０１１３５５

Ｆ値 ．４０９０７ ．７２２０７ ．６１５８４

一
会社数（ＮＩ） ５９ ２９ ６４

観察数（ＮＯＢ） ８３３ ４０２ ８０４

（９０７）
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〔資料３〕

ｒ設巧投資

営業利益　　Ｏ　ＥＭ比率＜・＞設備廃棄

Ｌ３用＿」

製造業全社

営業利益

設平
資ｒ

Ｏ　ＥＭ比率＜←＞設備廃棄
　　¢

「設叩投資一１
営業利益　　ＯＥＭ比率＜一設備廃棄

Ｌ皇用＿」

製造業１部全社

　　雇用

製造業２部全社

　　　　　　設巧投資

営業利益　　Ｏ　ＥＭ比率　　　設備廃棄

Ｌ＿／ 」
　　　　　　　雇用

営業利益

設備析資

Ｏ　ＥＭ比率　　　設備廃棄
　　¢

雇用

食　品 繊　維

営業利益

設備投資

Ｏ　ＥＭ比率 設備廃棄

ふ＿」

木　材

「＞設備投資

営業利益 ■＞Ｏ　ＥＭ比率

　　　　　　　雇用

　　　　　　　紙　パ

設備廃棄

（９０８）
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ｒ今設備投資←ｒ
営業利益＜〉Ｏ　ＥＭ比率１＞設備廃棄

Ｌ雇用＿

印　刷

営業利益

ｒ＞設備投資←一／

　　　　０ＥＭ比率 一一〉設備廃棄

Ｌ＿■
　　　　　雇用

化　学

　　　　　　設備投資一
ｒ

営業利益 ■＞Ｏ　ＥＭ比率■一＞設備廃棄

」雇ム

「設備投資

営業利益 Ｏ　ＥＭ比率＜一設備廃棄

ふ＿」

営業利益

石　油 ゴ　ム

設備析資←ｒ
Ｏ　ＥＭ比率＜一＞設備廃棄

一Ｌ 」
　雇用

窯　業

「→設備投資←ｒ

営業利益 ＯＥＭ比率　　　設備廃棄

設備投資←ｒ

Ｏ　ＥＭ比率＜一　設備廃棄

雇用

非　鉄

営業利益

雇用

鉄　鋼

設備投資←ｒ

Ｏ　ＥＭ比率　　　設備廃棄

雇用＿」
金　属

（９０９）



５２ 立命館経済学（第５０巻 ・第６号）

営業利益

設備析資

Ｏ　ＥＭ比率く一＞設備廃棄

１＿」
　雇用

機械

営業利益

設備投資
　↓

Ｏ　ＥＭ比率＜一＞設備廃棄

　雇用

電機

設備投資＜■

「
ＯＥＭ上

　廃棄
雇用

輸送

　　　　　設備投資

営業利益＜〉Ｏ　ＥＭ比率

　　　　　　雇用

　　　　　　その他

設備廃棄

営業利益

設備秤資

Ｏ　ＥＭ比率　　　設備廃棄

　↑

　雇用

　精密

（９１０）
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